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11%

国（道路･河川） (277現場)

国（港湾･空港） (176現場)

高速道路会社 (208現場)

機構･事業団 (169現場)

地方自治体 (405現場)

全体 (1235現場)

十分に明示された

概ね明示された

あまり明示されなかった

ほとんど明示されなかった

100%
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63%
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15%

北海道開発局(9現場)

東北地方整備局(26現場)

関東地方整備局(33現場)

北陸地方整備局(13現場)

中部地方整備局(19現場)

近畿地方整備局(26現場)

中国地方整備局(10現場)

四国地方整備局(13現場)

九州地方整備局(21現場)

沖縄総合事務局(3現場)

国（道路・河川）
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17%

11%
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国（道路･河川）(173現場)

国（港湾･空港）(111現場)

高速道路会社(127現場)

機構･事業団(75現場)

地方自治体(223現場)

全体(709現場)

公告時の図書として明示された

施工会議もしくは品質確保調整会議等、発注者との会議で明示された

発注機関の工事担当者からの資料として明示された 工期変更, 48%

休日数の減少, 35%

労働時間の増加, 32%

急速施工, 27%

工事一時中止, 27%

その他, 10%

全体 (516現場)

１．（１）適正工期と条件明示
②設定した工期の前提条件の明示

Ａ） 工程に影響を受ける条件の明示状況
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北海道開発局 (12現場)

東北地方整備局 (45現場)

関東地方整備局 (48現場)

北陸地方整備局 (19現場)

中部地方整備局 (48現場)

近畿地方整備局 (39現場)

中国地方整備局 (15現場)

四国地方整備局 (16現場)

九州地方整備局 (29現場)

沖縄総合事務局 (6現場)

国（道路・河川）

14%

12%
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7%

14%

8%

3%

9%

49%

43%

63%

36%

57%

57%

69%

42%

24%

26%

34%

30%

43%

29%

29%

8%

42%

47%

12%

11%

3%

14%

14%

15%

13%

20%

東日本高速道路 (43現場)

中日本高速道路 (65現場)

西日本高速道路 (71現場)

首都高速道路 (14現場)

阪神高速道路 (7現場)

水資源機構 (7現場)

都市再生機構 (13現場)

JRTT (104現場)

日本下水道事業団 (45現場)

高速道路会社／機構・事業団

・条件明示が「十分に明示された」現場は６％。
・条件明示が不十分は全体の約4割、機構・事業団では約6割。

Ｂ） 条件明示の時期

・十分又は概ね明示された現場は、四国地整では8割超。
・北海道開発局、九州地整で7割超と条件明示が進んでいる。

・国土交通省の港湾・空港工事では、公告段階での
条件明示が他の発注機関と比較して少ない。

・北陸地整と近畿地整で公告段階での条件明示が
比較的少ない。
・入札公告段階での充実した条件明示が、手戻りな
く効率的な施工につながる。

Ｃ） 不十分な条件明示の影響

・不十分な条件明示は工期変更や休日数の減少に
つながる。

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 6



68%

89%

65%

49%

61%

66%

32%

11%

35%

51%

39%

34%

国（道路･河川） (277現場)

国（港湾･空港） (175現場)

高速道路会社 (205現場)

機構･事業団 (167現場)

地方自治体 (399現場)

全体 (1223現場)

開示された 開示されなかった

１．（１）適正工期と条件明示
②設定した工期の前提条件の明示

Ｄ） 概略工程表の開示

75%

47%

88%

67%

47%

88%

60%

69%

76%

83%

25%

53%

12%

33%

53%

13%

40%

31%

24%

17%

北海道開発局 (12現場)

東北地方整備局 (45現場)

関東地方整備局 (49現場)

北陸地方整備局 (18現場)

中部地方整備局 (47現場)

近畿地方整備局 (40現場)

中国地方整備局 (15現場)

四国地方整備局 (16現場)

九州地方整備局 (29現場)

沖縄総合事務局 (6現場)

1.国（道路･河川）

70%

72%

55%

71%

86%

71%

77%

48%

38%

30%

28%

45%

29%

14%

29%

23%

52%

62%

東日本高速道路 (43現場)

中日本高速道路 (64現場)

西日本高速道路 (69現場)

首都高速道路 (14現場)

阪神高速道路 (7現場)

水資源機構 (7現場)

都市再生機構 (13現場)

JRTT (102現場)

日本下水道事業団 (45現場)

高速道路会社／機構・事業団

・国土交通省の道路・河川工事では、多くの発注機関で入札公告時の概略工程表の開示を実施している。

・概略工程表の開示は、当初の工事計画の立案だけでなく、工事の進捗により発生する設計変更の円滑化、休日取得の向上につながっており、
全ての発注機関において更なる開示をお願いしたい。

Ｅ） 概略工程表の活用場面

工程計画、工程管理, 67%

現場条件の確認・発注者への「質問事項」の検討, 53%

設計変更協議（工期・工費）, 38%

工事積算, 36%

資材や労務の調達計画の立案, 26%

協力業者との価格交渉, 11%

その他, 3%

全体 (804現場)

・発注者の概略工程表は、工程計画や工程管理を行う上で重要

Ｆ） 概略工程表で不足した情報

・関係機関協議や関連工事、用地確保に関する情報が不足

関係機関協議, 40%

関連工事（前工事）, 33%

用地確保, 25%

工事支障物件, 23%

施工歩掛, 21%

住民合意, 19%

稼働率（供用係数）, 16%

想定パーティー数, 15%

準備期間, 15%

法定手続き, 11%

年末年始、お盆, 9%

後片付け期間, 9%

路上工事抑制, 5%

出水期間, 3%

その他, 5%

全体 (804

現場)

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 7



30%

11%

17%

16%

35%

25%

6%

4%

4%

6%

5%

5%

7%

5%

5%

6%

2%

5%

57%

80%

74%

72%

57%

65%

国（道路･河川） (262現場)

国（港湾･空港） (163現場)

高速道路会社 (187現場)

機構･事業団 (157現場)

地方自治体 (386現場)

全体 (1155現場)

入札公告時に条件明示チェックリストが開示された

契約後の打合せで、条件明示チェックリストが開示された

施工中の発注者との会議で、条件明示チェックリストが開示された

条件明示チェックリストは開示されていない

42%

38%

63%

24%

24%

16%

7%

19%

15%

3%

4%

12%

7%

8%

7%

19%

8%

10%

4%

29%

4%

11%

4%

58%

50%

28%

35%

65%

66%

87%

63%

73%

100%

北海道開発局 (12現場)

東北地方整備局 (40現場)

関東地方整備局 (46現場)

北陸地方整備局 (17現場)

中部地方整備局 (46現場)

近畿地方整備局 (38現場)

中国地方整備局 (15現場)

四国地方整備局 (16現場)

九州地方整備局 (26現場)

沖縄総合事務局 (6現場)

国（道路・河川）

１．（１）適正工期と条件明示
②設定した工期の前提条件の明示

Ｈ） 日建連が求める条件明示チェックシート（その１）

・国土交通省では入札公告時の開示が始まったところであり、全体の３割に留まる。

Ｇ） 条件明示チェックリストの開示

施工条件明示シート(日建連案） 詳細記述が必要な情報

①工事全般 （１）概略工程表（班編成や、重機の配置等を含む） ◆施工期間・時間
・１日当り作業時間・稼働率、稼働日数・夜間作業・渇水期施工

◆地質情報
・地質データ（有無、過不足）・地質断面推定・岩掘削・地滑り地域・
土砂崩壊・軟弱地盤・硬質地盤・空洞調査・圧密沈下

◆気象・海象情報 （稼働日数）
・降雨・降雪・強風・気温・波浪・雷・竜巻・台風・干満・河川氾濫・津波

◆働き方改革
・４週〇閉所実施

■概略工程表 □公告時に提示 □契約後に提示 □提示予定無し

準備工日数（ 日）、後片付け日数（ 日）

■班編成や、重機の配置等の記載 □有り □無し

■施工歩掛の記載 □有り □無し

■稼働率（共用係数）の記載 □有り □無し

■休日設定情報 ［ 4週〇閉所 ］

[概略工程の課題： 完了予定：令和 年 月 ]

■作業時間制限工種 □有り □無し

■作業不能日 □有り □無し

（２）地質条件

■地質データ □有り □無し

[状況 ： ]

（３）地元調整

□地元説明実施済み

□地元説明必要なし[理由： ]

□懸案となる要望事項等はない

□懸案となる要望事項が有り、今後検討を要する[要望事項： ]

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）
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１．（１）適正工期と条件明示
②設定した工期の前提条件の明示

Ｉ）日建連が求める条件明示チェックシート（その２）

施工条件明示シート(日建連案） 詳細記述が必要な情報

②工程関係 （４）当該工事着手に影響する他工事 ◆近接工区・他工区工程の調整
・別途工事・先行工事・土建調整・後工事

◆近接物、移設
・鉄道営業線・建築物等・主要幹線道路・稼働中工場／発電所内

◆近隣等協議
・説明会・見学会・関連公共機関協議（道路、河川、警察等）・
関連公益事業者協議（電気、ガス、電話等）

◆支障物対策
・遺跡・墓地・文化財・不発弾・埋設支障物 他

◆道路、河川占有条件
・道路法・河川法・港則法・航空法 他

◆関係行政機関協議・許可
・道路使用許可・埋設物協議・通行許可協議・施設設置届・重要構造物協議
・開発行為許可・山林開発許可・都市計画法 他

□有り □無し □該当なし

[関連する工事： ]

・完成時期：令和 年 月 ・現在の進捗状況 ％

（５）関係機関協議

■土壌汚染対策法の改正に伴う手続きがなされているか

□届出済み □未届出 □該当なし

■占用物件協議 □有り □該当なし

□電力 協議状況： 移動完了時期：令和 年 月

□NTT 協議状況： 移動完了時期：令和 年 月

□ガス 協議状況： 移動完了時期：令和 年 月

□下水 協議状況： 移動完了時期：令和 年 月

□上水 協議状況： 移動完了時期：令和 年 月

□その他 [課題： ]

■文化財協議 □有り □該当なし

□既に文化財調査は実施済み □現在、発掘調査中

□現在、協議中 □工事発注後に協議開始

[課題： 完了予定：令和 年 月 ]

■公安委員会協議 □有り □該当なし

□計画協議状況 □済み □協議中 □未協議

□交差点協議 □済み □協議中 □未協議

□信号等の移設協議状況 □済み □協議中 □未協議

[課題： 完了予定：令和 年 月 ]

■河川管理者協議 □有り □該当なし

[課題： 完了予定：令和 年 月 ]

■他の道路管理者協議 □有り □該当なし

□地区取り付け協議状況 ：

□地区交差協議状況 ：

[課題： 完了予定：令和 年 月 ]

■県市町村協議

■鉄道関連（JR・私鉄等）協議

■漁業組合等協議

③用地関係 （６）用地取得状況 ◆工事用地確保
・現場事務所・資材ヤード・道路等■未買収用地の有無 □有り □無し

■未引渡用地の有無 □有り □無し

[課題： 完了予定：令和 年 月 ]

■復旧条件 □有り □無し

■用地所有者 □官有地 □民有地
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１．（１）適正工期と条件明示
②設定した工期の前提条件の明示

Ｊ） 日建連が求める条件明示チェックシート（その３）

施工条件明示シート(日建連案） 詳細記述が必要な情報

④環境対策関係 （７）環境の状況 ◆環境対策
・騒音・振動・日照・粉塵・水質汚濁・廃棄物処理・環境アセス・
希少生物・建設副産物

◆汚染土壌、汚染水
・汚染土・不法投棄廃棄物

◆労働環境
・石綿・PCB・放射線 等

■環境として配慮すべき事項 □有り □無し（該当なし）

□工事予定箇所周辺において、貴重種等が確認されている

□工事予定箇所周辺において、汚染土壌・汚染水が確認されている

□工事予定箇所周辺において、石綿・PCB・放射線等が確認されている

■対応方法 □決まっている □決まっていない

■その他 □積算に計上 □別途協議

[課題： 完了予定：令和 年 月 ]

■環境基準（振動・騒音）の対象範囲 □規制区域内 □規制区域外

⑤安全対策関係 （８）安全対策の状況 ◆交通安全
・共用道路の交通渋滞、交通誘導員の配置の有無

■安全対策を取る必要がある施設 □有り □無し

[対象施設： ]

■保安設備・保安要員が必要 □有り □無し

[仕様・期間・人数： ]

[課題： 完了予定：令和 年 月 ]

⑥工事用道路関係 （９）工事用進入路の状況 ◆共用道路の交通渋滞、移設
◆交通規制・迂回路

□公道を利用し進入可能

□当該工事で進入路を施工

□地元調整済みで、工事用進入路の着手に問題なし

□地元調整中で懸案となる要望事項と課題[要望事項： ]

□他工事で進入路を施工中

・完成時期：令和 年 月 ・現在の進捗状況 ％

□占用条件 □有 □無

⑦仮設備関係 （10）仮設備の状況 ◆近接工区・他工区工程の調整
・別途工事・先行工事・土建調整・後工事

■他工事からの引継ぎ □有り □無し

[課題： 引渡予定：令和 年 月 ]

■他工事への引継ぎ □有り □無し

[課題： 引渡予定：令和 年 月 ]

■仮設備の構造条件 □有り □無し

（ 仕様 As舗装 Co舗装 砕石舗装 敷鉄板 等 ）
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１．（１）適正工期と条件明示
②設定した工期の前提条件の明示

Ｋ） 日建連が求める条件明示チェックシート（その４）

施工条件明示シート(日建連案） 詳細記述が必要な情報

⑧その他 （１１）その他

□植栽帯（高木）の撤去の有無 □有り □無し

□JR（私鉄等）との施工に関する協議状況：

□砂防指定地内行為の協議状況：

□漁業補償状況：

□保安林協議状況：

□その他協議状況：

□当該箇所における既往工事履歴の確認 済み 協議中 未協議

[課題： ]

● 所 見

■地元調整状況

■工事用進入路

■関連する他工事

■関係機関協議

■河川環境への配慮事項

■その他

■用 地
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１．（１）適正工期と条件明示
②設定した工期の前提条件の明示

Ｌ） 近畿地方整備局による条件明示の取り組み

・工事発注時チェックシートの入札公告時の開示に加え、言葉では表現しづらい事項など特出するものがある場合に「施工条件図」を
入札公告時に開示する取り組みを開始

＜施工条件図＞

工事進入路に関する事項： 公道からの進入経路、交通誘導員の配置計画などを明示

用地状況に関する事項： 事業用地及び借地等を明示

12



１．（１）適正工期と条件明示
③工程の共同管理

Ａ） 工程の共同管理のルール化

13



１．（１）適正工期と条件明示
③工程の共同管理

Ｂ） 受注者の責によらない事由によるクリティカルパスの変更

Ｃ） 工期延長に関する費用の協議状況
Ｄ） 工期延長が認められなかった理由

クリティカルパスの変更があった現場は7割＞＞＞当初の予定通り工程が進まない

工期変更の必要があったのは6割、うち約1割で工期延長が適切に認められなかった

工期延長に伴う間接費が認められない現場が約3割

工期延長を認めない要因は、供用時期等が4割超

クリティカルパスに変更はなかった

クリティカルパスに変更はあったが、
工期延長の必要はなかった

クリティカルパスの変更により、工期延
長が必要となり、適切に認められた

クリティカルパスの変更により、工期延長が
必要となったが、適切に認められなかった

予算の執行の都合のため

予め決められた（発表された）供用時期等を
変更できないため

関連工事に影響を及ぼすため

地元や利害関係者への影響があるため

よく分からないが発注者の認めない姿勢

その他

交渉したが認めら
れなかった

交渉し、想定した増加
費用を認められた

交渉し、想定した増加費
用の一部が認められた

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 14



１．（１）適正工期と条件明示
③工程の共同管理

Ｆ）発注者の責による一時中止の対応

一時中止命令

72%

中止命令出ず

28%
発注者の責による

工事一時中止事案発生

448現場

・発注者の責による工事一時中止で、中止

命令が発出されなかった現場が約30%

Ｇ）工事一時中止の期間

・一時中止期間が3ヶ月を超える現場が50%超

3 ヶ月以内

48%

3 ヶ月超

52%
工事一時中止

400現場

Ｈ）工事一時中止に伴う工期延期

・必要な工期延期が認められない現場が30%超

十分な工期延期

66%

不十分

34%
工事一時中止

373現場

Ｅ）工事一時中止の要因

・関係機関協議の未了や、前工事の遅れによるものが目立つ

1.関係機関協議が未了, 28%

2.用地取得が未了（工事用道路・工事用ヤード・残土や廃棄物の仮置き場の未確保を含む）, 20%

3.地元協議が未了, 12%

4.上記1.～3.以外の、発注担当者による事前準備不足に係る事項, 14%

5.前工事の遅れ, 24%

6.地中埋設物等、設計図書と実際の施工条件との相違, 16%

7.上記5.～6.以外の、発注担当者の責ではない事象に係る事項 , 31%

工事一時中止が必要 (656現場)

120

63
47

88

44

69

21

0現場

50現場

100現場

150現場

１
日

１
週
間
以
内

２
週
間
以
内

１
ヶ
月
以
内

２
ヶ
月
以
内

６
ヶ
月
以
内

６
ヶ
月
超

Ｉ）一時中止命令発出までの期間

・工事一時中止の事象発生から、中止命令が発出

するまでの間に時間差が発生＞＞＞実態に合わ

せた中止命令の始期設定が必要

変更額10割

6%
7割以上

33%

5割以上

13%

3割以上

3%

3割未満

6%

認められた

63%

認められなかった

38%
工事一時中止

368現場

Ｊ）工事一時中止に伴う請負代金額の変更

・工事一時中止を行った現場の38%が工事一時

中止の費用の設計変更を認められず

要求されなかった

56%

要求された

44%

工事全体の一時中止

126現場

Ｋ）監理技術者・主任技術者の専任要求

・工事全体の一時中止を行った際に監理技

術者及び主任技術者の専任を求められた

現場が44%

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）
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１．（１）適正工期と条件明示
③工程の共同管理

Ｌ）受注者の責によらないクリティカルパスの変更が生じた事例（その１）

１．関連工事の遅れや現場条件の相違があったが供用開始時期を厳守しなければな
らなかった

（経緯）
・関連工事（工事用道路）の遅れ、および当初計画されていた取水箇所からの取水が不可と
なり（現場条件の不一致）、新たに取水箇所を確保するための準備期間が必要となったため
本工事着手が遅延（約2ヵ月）
・請負契約締結の5ヵ月後に本施工と輻輳する追加工事の変更指示
・本工事施工中に地元の要請により夜間発破作業時間の制限

（施工者への影響）
・発注者と協議のうえ覆工コンクリートの施工を止めないためにバラセントルを追加した（
設計変更対象）
・追加工事の指示を受けたことにより、技能労働者の確保や工程管理が厳しいものとなった
・供用開始に向けた後続工事への引渡し時期厳守が求められたため工程のフォローアップを
実施したが、4週8閉所を見込むことが不可能となった

【発注者】 国土交通省（道路・河川）
【工事区分】 トンネル工事（NATM）
【休日取得】 閉所実績：4週5閉所（個人ベース：4週7休）

２．当初工期設定が厳しかったにもかかわらず用地買収の遅れにより本工事着手が
遅延した

（経緯）
・用地買収の遅延で工事用道路や作業ヤードの確保ができていない状況で発注
・工事一時中止により工期延伸の協議予定
・本工事着手後に追加工事が設計変更として指示された

（施工者への影響）
・発注者協議のうえ、施工促進対策としてボックスカルバートのプレキャスト化を採用（設
計変更対象）
・施工促進対策として用排水工の集水桝、および大型水路等のプレキャスト化を採用（発注
者と協議したが施工承諾で施工を実施）
・追加工事にも対応するための技能労働者の確保、および着手遅れにより工程管理が厳しく
なり4週8閉所の実現が困難となったが、個人ベースでの4週8休を目指して施工中

【発注者】 高速道路会社
【工事区分】 道路改良工事（土工）
【休日取得】 閉所実績：4週6閉所（個人ベース：4週8休）

３．当初工期設定が厳しかったにもかかわらず関連工事の遅れにより本工事着手が
遅延した

（経緯）
・関連工事の進入路が完了しないと着手できない状況であったが、契約時にも関連工事に関
する動向が明確になっていなかった（関連工事の遅れにより工事用道路や作業ヤードが確保
されていない状況で発注）
・関連工事の遅れと豪雨災害の影響で工事一時中止（約4ヵ月）
・最終的に8.5ヵ月遅れで本工事着手、契約変更に伴って工期延伸協議中
・施工途中で追加工事の指示を受けたことによる再度工期延伸協議、および工程回復案の協
議中

（施工者への影響）
・工事一時中止および追加工事の影響により工程管理が厳しくなり4週8閉所の実現が厳しく
なったが、個人ベースで4週8休を確保するために交替制を導入
・2021年度からの4週8閉所を目指して、工程回復案の検討を踏まえて工程計画を再度検討
中

【発注者】 国土交通省（道路・河川）
【工事区分】 トンネル工事（NATM）
【休日取得】 閉所実績：4週6閉所（個人ベース：4週8休）

４．用地買収の遅れにより本工事着手が遅延した

（経緯）
・施工ヤードの借地が未解決のまま発注
・工事施工中に受注者の責によらない法面変状が発生したため、地質ボーリング調査を協議
して実施
・緊急対策を講じたことにより工程が遅延
・法面変状対策について、工期短縮と確実な施工方法について協議を実施（約4ヵ月の工期延
伸）

（施工者への影響）
・借地協議の難航で本工事着手の見通しがたたなかったため、技能労働者の確保など施工体
制の非効率化が生じた
・別途工事の本格稼働の影響でダンプトラックが不足したため、工期を確保するため休日稼
働することになった
・施工者主体での用地交渉を実施、また法面変状対策に関しては新技術を採用することで工
期短縮して事業工程を確保した（設計変更対象）

【発注者】 国土交通省（道路・河川）
【工事区分】 道路改良工事（土工）
【休日取得】 閉所実績：4週5閉所（個人ベース：4週6休）
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１．（１）適正工期と条件明示
③工程の共同管理

M）受注者の責によらないクリティカルパスの変更が生じた事例（その２）

５．前年度工事の整備工工事及び雨天中止による休日作業

（経緯）
・前年度工事の未完成部分が当初設計にあり、期限付での引渡しであった
・8月過ぎてからの雨天で整地作業の中止が続き、工程遅延が発生した

（施工者への影響）
・営農予定の圃場が多かったため、本工事準備中だったが、雪解け後すぐに整備工工事が始
まり休日無しでの作業となった
・工程を取り戻すため、晴天での休日作業が増えた

【発注者】 国土交通省（道路・河川）
【工事区分】 区画整理工事（整地工）
【休日取得】 閉所実績：4週6閉所（個人ベース：4週６休）

７．下請け業者の確保、工期内制限箇所の制約による影響

（経緯）
・夏場以降から当社が請負った他作業所工事との輻輳により、当作業所の作業人員が減少
・日雇い作業員を含めた労務(給与)を確保する為、平日の人員が揃わない分を週末休日作業に
振替実施
・工事施工区間には『落水後・収穫後に施工可能となる』箇所があり、次工程に移る為にも
制限があった

（施工者への影響）
・工事の日進捗が半分になってしまい、降雪期前に工事完了を目標にした為、4週8休が困難
になった
・作業員の単価アップも必要だが、工事受注量に応じた(店社としての)下請け業者確保も必要
・『落水後・収穫後』に施工量が増えるので、夏場の降水量が少ない時期に工事を行い、秋
に向けて余裕を持たせた為に4週8休が困難になった

【発注者】 地方自治体
【工事区分】 農業土木工事
【休日取得】 閉所実績：4週７閉所（個人ベース：4週７休）

６．現場条件の相違があったが供用開始時期を厳守しなければならなかった

（経緯）
・受注後、耐震構造のカルバートに設計変更となったため鉄筋量が2倍になり作業量増加
・他業者が前年度に施工した迂回路の補修作業が追加工事になりカルバートの施工開始が遅
れた
・降雪前にカルバートを完成させて車両通行出来るようにと要望された。

（施工者への影響）
・鉄筋工の確保と工程管理が厳しくなった
・コンクリートの防寒養生期間は、養生管理のため休日出勤をしていた

【発注者】 国土交通省（道路・河川）
【工事区分】 道路改良工事（カルバート工）
【休日取得】 閉所実績：4週６閉所（個人ベース：4週6休）
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Ａ） 【北陸地整】優位性判定チェックリスト（案）＜全体最適の導入＞

１．（２）施工の効率化
①プレキャスト工法の活用推進

Ｃ） 【北陸地整】プレキャストの標準化

②土木用コンクリート製品設計便覧［標準図集］（令和2年4月）①設計要領［道路編］（令和2年4月）

・プレキャスト標準化を設計要領及び標準図集に位置付けることで、設計検討の負担を軽減。

Ｂ） 【北陸地整】検討の確認＜条件明示チェックリスト＞

・省人化や働き方改革への寄与度を数値化してプレキャストを総合評価。 ・条件明示チェックリストに位置付けてプレキャストの
検討漏れを防ぐ。
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Ｄ） 米国におけるプレキャスト工法選定フロー

１．（２）施工の効率化
①プレキャスト工法の活用推進

・米国では建設コスト比較の前段階で、交通規制への影響などの観点からプレキャスト化を検討する。
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Ｅ） プレキャストの活用状況 Ｆ） L型擁壁とボックスカルバートの規格毎のコスト比較

出典：国土交通省 第１０回コンクリート生産性向上検討協議会（2020.2.9）資料より

Ｇ） プレキャスト活用に向けた評価方法（活用効果）

１．（２）施工の効率化
①プレキャスト工法の活用推進

大型になるほどプレキャストの方がコスト高

大型になるほど活用率は大幅に低い

プレキャスト活用に向けてVFMの概念の導入検討
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Ｈ） プレキャスト工法の適用によるCO2排出の低減効果（イメージ）

１．（２）施工の効率化
①プレキャスト工法の活用推進

【出典：稲冨芳寿・吉武勇・杉本健・前田志保・三浦房紀 「プレキャストコンクリートを用いたマ
イクロパイル工法のCO２排出量」土木学会論文集Ｇ Vol.65 №2,87-96（2009.4）より抜粋】
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Ｉ） プレキャストの活用状況

１．（２）施工の効率化
①プレキャスト工法の活用推進

・国（道路・河川）は、他発注機関と比較してプレキャストの採用が最も進んでいない。

54%

63%

81%

71%

63%

67%

46%

38%

19%

29%

37%

33%

国（道路･河川） (89現場)

国（港湾･空港） (32現場)

高速道路会社 (106現場)

機構･事業団 (68現場)

地方自治体 (138現場)

全体 (433現場)

当初設計または設計変更で採用

不採用または施工承諾で採用

33%

42%

42%

50%

75%

89%

50%

67%

67%

100%

67%

58%

58%

50%

25%

11%

50%

33%

33%

北海道開発局 (3現場)

東北地方整備局 (24現場)

関東地方整備局 (24現場)

北陸地方整備局 (4現場)

中部地方整備局 (8現場)

近畿地方整備局 (9現場)

中国地方整備局 (4現場)

四国地方整備局 (3現場)

九州地方整備局 (9現場)

沖縄総合事務局 (1現場)

国（道路・河川）

71%

92%

80%

50%

100%

100%

67%

67%

83%

29%

8%

20%

50%

33%

33%

17%

東日本高速道路 (28現場)

中日本高速道路 (36現場)

西日本高速道路 (35現場)

首都高速道路 (4現場)

阪神高速道路 (2現場)

水資源機構 (2現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (45現場)

日本下水道事業団 (12現場)

高速道路会社／機構・事業団

51%

5%2%

12%

30%

PCa不採用

44現場

Ｊ） プレキャストが採用されなかった理由

コスト増を理由に発注者
に認めてもらえなかった

発注者と協議時間
がなかった

技術提案の履行義
務があり工法を変更
できなかった

明確な理由なし

その他

・プレキャスト不採用の理由の半数以上がコスト増。

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 22



１．（３）監督検査の合理化
①遠隔臨場の一般化

Ａ）遠隔臨場の有効性 B）遠隔臨場における課題
立会実施日時の調整の簡便化や、待ち時間の短縮に有効性を感じている
現場が多い

通信環境や、使用ソフト、使用機器に関して、課題を感じている現場が多い

国土交通省作成資料を基に作成

2020年11月「遠隔臨場に関するアンケート調査」より
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１．（３）監督検査の合理化
①遠隔臨場の一般化

実施手順 受注者の実施項目 監督職員の実施項目
※現場技術員含む

検査職員の実施項目

①施工計画書の作成

・本要領を適用する「段階確
認」「材料確認」と「立会」項目

②機器の準備
・「記録」に関する機器
・「配信」に関する機器

③段階確認等の実施
・事前準備
・撮影の実施

①施工計画書の確認

・本要領を適用する「段階確
認」「材料確認」と「立会」項目
・機器構成と仕様等

②段階確認等の実施

・「段階確認書」、「確認・立会
い依頼書」の受領
・撮影の実施と記録※

①施工計画書の確認

・本要領を適用する「段階確
認」「材料確認」と「立会」項目
の確認

②段階確認等の実施

・「段階確認書」、「確認・立会
い依頼書」の授受状況の確認

施工計画書

機器の準備

映像と音声による
段階確認等の実施

事前協議 遠隔臨場で実施する内容（遠隔ではなく臨場で行うものを区分）、これに必要なシステム
や通信環境を、受発注者で協議

C）運用のルール化 （協議のフロー（案））

現場
検収

遠隔
臨場

遠隔臨場に
必要なシステム等

塩化物総量規制 １回／AM（打設時）

単位水量測定
２回／日 AM･PM、100m3～1500m3ご
とに１回

スランプ試験
１回以上／日、20m3～150m3ごとに
１回（荷卸し時）

ｺﾝｸﾘｰﾄの圧縮強度試験
１回以上／日、20m3～150m3ごとに
１回（荷卸し時）

空気量測定
１回以上／日、20m3～150m3ごとに
１回（荷卸し時）

ｺﾝｸﾘｰﾄの曲げ強度試験 ２回／日　AM･PM

ひび割れ調査
（5ｍ以上の鉄筋コンクリート擁壁、内空断

面積が25㎡以上の鉄筋コンクリートカル

バート類、橋梁上・下部工及び高さが3ｍ以

上の堰・水門・樋門）

本数、総延長、最大ひび割れ幅等

ﾃｽﾄﾊﾝﾏｰによる強度推定調査
鉄筋コンクリート擁壁及びカルバー
ト類、各3カ所

施工

試験基準

事前協議
施工
段階

試験項目

施工後

工種

セメント・
コンクリー
ト
（転圧ｺﾝｸﾘｰ
ﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞ
ﾑ・覆工ｺﾝｸ
ﾘｰﾄ・吹付け
ｺﾝｸﾘｰﾄを除
く）

事前協議の項目（案）

発注者の
監督
（日常検
査）

現状の遠
隔臨場の
試行対象

立会・確認の種類
検査の
回数※

検査の
拘束時間※

立会 100 0.5

材料確認 50 0.5

段階確認 24 2

発注者の
検査

検査の種類 検査方法
検査
回数※

拘束時
間※

検査の目的

完成
検査

（工事成績評
定あり）

書類 １ ８
給付の検査

技術検査

現場
臨場 ２ ４

給付の検査

技術検査

既済
部分検査

書類 ２ ― 給付の検査

現場
臨場 ２ ― 給付の検査

中間技術検査

（工事成績評
定あり）

書類 ２ ４
給付の検査

技術検査

現場
臨場 ２ ４

給付の検査

技術検査

・発注者の監督（日常の検査）
⇒細分化された検査項目毎に実施するか（できるか）を協議
・発注者の検査（「既済検査」「中間技術検査」 「竣工検査」）
⇒項目ごとに実施するか（できるか）を協議

D）遠隔臨場の拡大に向けて
※ 工期3年のトンネル工事の事例

E）中間技術検査、竣工検査時における遠隔臨場の適応性

主な意見

コロナ収束が見通せない状況では必要（ただし出来栄えなどの確認の為には現場の隅々まで通信環境が整うのが条件
となるがその技術・費用も含めてだれが負担するかが問題とはなる）

移動時間の削減、柔軟な日程調整が可能、検査の時短など効率化に繋がる。

書類の確認は現地でなくてもできるので、遠隔での実施が可能。

遠隔での監督業務（遠隔臨場）は拡大しているが、中間技術検査、竣工検査時の出来栄え検査については遠隔では的確
に実施できると思えない。

出来映え等工事成績評点に反映されるものは直接確認していただきたい。

⚫ 現状では、中間技術検査、竣工検査時における遠隔臨
場に対して通信技術や準備時間・費用の面で否定的な
意見が多い。

⚫ 将来的な遠隔臨場の活用方法について、現行の監督・
検査・工事成績のあり方を含め、受発注者間で意見交
換を行い、現場からみた課題や改善方策について検討
が必要。

【検査・立会等頻度の実態】

38% 62%回答数【948】

1．適 2．不適
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１．（３）監督検査の合理化
①遠隔臨場の一般化

F）各整備局の取組み

整備局 対象工事 指定型or希望型 環境整備
その他
（拡大等）

本省
（令和3年度の
試行方針）

「段階確認・材料確認又は立会を、
映像確認できる工種」及び「本試
行を実施可能な通信環境を確保
できる現場」

ア）対象工事に合致する工事について
は、受注者に要請し、試行可能の回
答 が得られた場合は、発注者指定
型として試行することも可
イ）新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止対策として実施する場合は、
発注者指定型として実施
ウ）ア）、イ）によらず、受注者から希望
があった場合は、受発注者間で協議し、
効果が受発注者共に期待される場合
は、発注者指定型として試行
エ）受注者から遠隔臨場試行の希望
があり、ウ）によらない場合は、受注者
希望型として試行

・遠隔臨場に使用する動画撮影用の
カメラの機器は受注者が準備、運用

・発注者側にて準備している動画撮影
用のカメラや既に使用しているWeb 会
議システム等がある場合には協議 ―

東北地整 全ての工事
遠隔臨場を標準的に実施
（発注者指定型）

Web会議システムやASPを活用した遠
隔臨場を標準的に実施

―

関東地整 全ての工事

・３億円以上は発注者指定型
・３億円未満でも効果が期待できるも
の、新型コロナウィルス感染症の感染
拡大防止にも寄与するものは発注者
指定型

ウェアラブルカメラと「パッケージ化さ
れたシステム」、「情報共有システ
（ASP）」、「Web会議システム（teams、
zoom等）」等

・2020年度、中間技術検査に
て14件のＷＥＢ検査を実施

北陸地整
全ての工事
（但し、実施可能な通信環境を確
保できる現場）

全て発注者指定型

ウェアラブルカメラと「パッケージ化さ
れたシステム」、「情報共有システム
（ASP）」、「Web会議システム（teams、
zoom等）」「スマートフォン向けTV電
話」等

・各事務所にスマートグラス、
遠隔臨場用ＰＣを配備。
・Webを活用した中間技術検
査を各主任監督員で1件程
度試行
・完成検査も受発注者協議で
試行対象可能

中国地整

全ての工事
（通信状況により対応できない場
合は、監督職員と協議の上、試行
を行わないことが出来る）

全て発注者指定型 Microsoft Teams等

現場不一致、事故報告、協
議などへの積極的な活用を
図る

九州地整
全ての工事
（受注者から試行可能の回答が
得られた場合）

全て発注者指定型 ― ―

各整備局の取組みを日建連にて整理25



１．（３）監督検査の合理化
②書類の簡素化、デジタル化(ＡＳＰ等)

• 国土交通省においては2021年3月の土木工事共通仕様書の改定により、提出書類を原則電子データ化した。国以外の発注機関
においてもASPの導入並びに書類の原則電子化の推進をお願いしたい。

国土交通省 土木工事共通仕様書新旧対照表より抜粋

2021年4月1日（木）付
建設通信新聞2面
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１．（３）監督検査の合理化
②書類の簡素化、デジタル化(ＡＳＰ等)

（株式会社建設総合サービス資料より） 27



１．（３）監督検査の合理化
②書類の簡素化、デジタル化(ＡＳＰ等)

情報共有システムのメリット ASPによる情報共有の一例（ASP画面より）

受注者のみならず、提出書類の決裁・差し戻し時に
関係者全員がコメントを付けられ、
上級職員の修正指示を受注者が直接かつ迅速に確認でき、
意識の共有が図られる。
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１．（３）監督検査の合理化
②書類の簡素化、デジタル化(ＡＳＰ等)

• 国交省の情報共有システム意見交換会において、ASP を活用したオンライン電子納品のあり方が検討されている。オンライン
電子納品は受発注者双方の業務負担改善を目的とした最良の取組みであり、本運用開始に際しては、各発注機関にも積極的な
協力をお願いしたい。

Ｂ） 土木工事における電子納品・検査の流れ（オンライン電子納品の流れ）Ａ） オンライン電子納品の概要

（国土交通省資料より） 29



Ｃ） 監督・検査データの完全オンライン化（ICTプラットフォーム）

日刊建設通信新聞記事（2021年4月6日）

・国土交通省において、工事の監督・検査に使用するデータを受発注者間で一括して
共有できる「ICTプラットフォーム」の構築に向けた検討が始まっている。

・ASPにより蓄積されたデータに加え、施工によって得られた３D点群データやBIM/CIM
などの施工データをICTプラットフォームに集積することで、受発注者の書類のやり取り
の簡素化、監督・検査の効率化、高度化、さらに設計・施工・維持管理へのフィードバッ
クなどが期待される。

ICTプラットフォームの利用イメージ（国土交通省資料より）

１．（３）監督検査の合理化
②書類の簡素化、デジタル化(ＡＳＰ等)
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１．（４）新技術の活用
①自動・自律施工の活用拡大

Ａ） インフラ分野のDX（国土交通省資料より）

31



１．（４）新技術の活用
①自動・自律施工の活用拡大

Ｂ） ロボット・AI等の活用方針（国土交通省資料より）

32
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阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (83現場)

日本下水道事業団 (26現場)

高速道路会社／機構・事業団
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近畿地方整備局 (28現場)

中国地方整備局 (8現場)
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2018年度から取組開始

2019年度～
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北陸地方整備局 (11現場)

中部地方整備局 (36現場)

近畿地方整備局 (28現場)
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2018年度から取組開始

2019年度～
2020年度～

14%

41%

11%

23%

11%

6%

20%

14%

3%

11%

8%

8%

23%

20%

10%

14%

14%

26%

38%

16%

19%

30%

15%

19%

25%

29%

57%

49%

69%

34%

48%

70%

15%

43%

25%

北海道開発局 (7現場)

東北地方整備局 (37現場)

関東地方整備局 (35現場)

北陸地方整備局 (13現場)

中部地方整備局 (38現場)

近畿地方整備局 (31現場)

中国地方整備局 (10現場)

四国地方整備局 (13現場)

九州地方整備局 (21現場)

沖縄総合事務局 (4現場)

国（道路・河川）

6%

19%

16%

7%

12%

9%

9%

40%

4%

7%

9%

4%

19%

5%

26%

32%

44%

0%

0%

40%

0%

15%

7%

東日本高速道路 (34現場)

中日本高速道路 (47現場)

西日本高速道路 (57現場)

首都高速道路 (10現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (84現場)

日本下水道事業団 (27現場)

高速道路会社／機構・事業団

１．（４）新技術の活用
①自動・自律施工の活用拡大

Ａ）ICT建機の活用状況

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）

Ｂ）ロボット（遠隔、自動、自律機械）の活用状況

Ｃ）AIの活用状況
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１．（４）新技術の活用
②ＰＲＩＳＭ等の新技術の活用拡大等
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１．（４）新技術の活用
②ＰＲＩＳＭ等の新技術の活用拡大等
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１．（４）新技術の活用
②ＰＲＩＳＭ等の新技術の活用拡大等
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１．（４）新技術の活用
②ＰＲＩＳＭ等の新技術の活用拡大等
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１．（４）新技術の活用
②ＰＲＩＳＭ等の新技術の活用拡大等
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１．（４）新技術の活用
②ＰＲＩＳＭ等の新技術の活用拡大等

Ａ）ICTを用いた構造物の出来形管理要領の制定（ICT施工の拡大） Ｂ）出来形管理要領制定による計測手順の転換（橋脚・橋
台編）

・令和3年度にICT構造物施工、ICT路盤工、ICT海上地盤改良工を制定予定 ・ICT活用で現場の事故防止や手間削減につながる

転換

23%

29%

33%

16%

23%

28%

27%

19%

10%

77%

100%

71%

67%

84%

77%

73%

73%

81%

90%

100%

国（道路・河川） (279現場)

北海道開発局 (12現場)

東北地方整備局 (45現場)

関東地方整備局 (49現場)

北陸地方整備局 (19現場)

中部地方整備局 (48現場)

近畿地方整備局 (40現場)

中国地方整備局 (15現場)

四国地方整備局 (16現場)

九州地方整備局 (29現場)

沖縄総合事務局 (6現場)

国（道路・河川） ICT活用工事

Ｃ）国のICT活用工事の取り組み状況

・ICT活用工事は半分以下に留まる

16%

11%

29%

3%

31%

13%

20%

40%

20%

3%

25%

84%

89%

71%

97%

69%

88%

80%

60%

80%

97%

75%

国（港湾・空港） (177現場)

北海道開発局 (9現場)

東北地方整備局 (28現場)

関東地方整備局 (30現場)

北陸地方整備局 (13現場)

中部地方整備局 (16現場)

近畿地方整備局 (20現場)

中国地方整備局 (10現場)

四国地方整備局 (10現場)

九州地方整備局 (33現場)

沖縄総合事務局 (8現場)

国（港湾・空港）ICT活用工事ではない

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）

（国交省資料より）

（国交省資料より）

21%

16%

4%

1%

1%

8%

79%

84%

96%

99%

99%

92%

国（道路･河川） (279現場)

国（港湾･空港） (177現場)

高速道路会社 (210現場)

機構･事業団 (170現場)

地方自治体 (411現場)

全体 (1247現場)

NETIS登録技術活用 登録技術の活用なし

Ｄ）NETIS登録技術の活用状況
・NETIS登録技術の活用は浸透していない
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54%

75%

56%

47%

58%

59%

47%

69%

17%

65%

33%

30%

34%

28%

37%

37%

10%

100%

23%

0%

11%

25%

24%

20%

32%

20%

25%

11%

17%

8%

38%

7%

46%

17%

17%

0%

10%

国（道路･河川） (210現場)

北海道開発局 (8現場)

東北地方整備局 (36現場)

関東地方整備局 (36現場)

北陸地方整備局 (12現場)

中部地方整備局 (37現場)

近畿地方整備局 (30現場)

中国地方整備局 (13現場)

四国地方整備局 (12現場)

九州地方整備局 (23現場)

沖縄総合事務局 (3現場)

国（港湾･空港） (103現場)

高速道路会社 (155現場)

東日本高速道路 (32現場)

中日本高速道路 (49現場)

西日本高速道路 (52現場)

首都高速道路 (10現場)

阪神高速道路 (5現場)

機構･事業団 (124現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (81現場)

日本下水道事業団 (29現場)

地方自治体 (270現場)

全体 (862現場)

１．（４）新技術の活用
③ＢＩＭ/ＣＩＭの活用

Ａ） BIM/CIM活用工事の取り組み方針（国土交通省資料より）

・令和5年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向けて、段階的に
適用を拡大する。

Ｂ） BIM/CIMの取り組み状況

・BIM/CIMを活用する現場は全体の35%
・国のBIM/CIM活用工事は51件

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）

BIM/CIMを活用（自主活用含む）

国のBIM/CIM活用工事
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１．（４）新技術の活用
③ＢＩＭ/ＣＩＭの活用

Ｃ） BIM/CIM活用ガイドライン（案）の改定（国土交通省資料より）

・BIM/CIMを活用して設計、施工業務の効率化・高度化に取り組むことを推奨する
「活用項目」について、業務内容から選定し事例として記載。

設計業務における活用内容とモデルの要件（橋梁設計事例）

・下記２点を目的に令和3年度にBIM/CIMガイド
ライン（案）を改定
①「構造物モデル等の作成」から「事業の実
施」に主眼を置き各段階の活用方法を示す。
②各段階の構造物モデルに必要となる形状の
詳細度、属性情報の目安を示す。
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１．（４）新技術の活用
③ＢＩＭ/ＣＩＭの活用

Ｄ） 施工計画、設計照査におけるBIM/CIM活用事例（国土交通省資料より）

＜施工計画＞

＜設計照査＞

・「完成形（4/4車線）施工」 と 「段階（暫定）施工（2/4車線）」の施工
ステップ確認に3次元モデルを活用。
・「段階（暫定）施工」 とする場合の仮設工や課題の抽出に活用。

・設計段階で作成されたBIM/CIMモデルと、工事受注者で作成した各工種の
掘削形状モデル、構造物モデル、点群データを統合。
・堤体基礎掘削と工事用道路構築工事の施工範囲が重複する箇所において
不整合を確認。
・受発注者間での状況確認及び対策案の検討が迅速に行われ、業務の効率
化及び工程遅延を回避。
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１．（４）新技術の活用
③ＢＩＭ/ＣＩＭの活用

Ｅ） 設計－施工間の情報連携を目的とした４次元モデル活用の手引き（案）の改定（国土交通省資料より）

・調査→設計→施工→維持管理と建設プロセス全体での一貫したBIM/CIMモデル活用に向けた検討が進む
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１．（４）新技術の活用
③ＢＩＭ/ＣＩＭの活用

Ｆ） BIM/CIM取り組み事例（国土交通省資料より）

・中国地方整備局では独自の取り組みとして、調査から維持管理までの業務プロセスを可視化してBIM/CIMの活用場面を検討している。
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１．（４）新技術の活用
③ＢＩＭ/ＣＩＭの活用

Ｇ） ３次元情報活用モデル事業におけるBIM/CIMの高度利活用（国土交通省資料より）

・BIM/CIMの高度利活用に向けたモデル工事が進む

※１

※２

※３

※４

※５

45



１．（４）新技術の活用
③ＢＩＭ/ＣＩＭの活用

Ｈ） BIM/CIM推進委員会の連携体制（国土交通省資料より）
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1.
〇生産性向上に資する技術の取り組み状況

Ａ）電子小黒板

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）

25%

11%

28%

12%

23%

21%

23%

32%

17%

14%

17%

20%

32%

41%

29%

20%

19%

27%

80%

84%

74%

47%

59%

69%

国（道路･河川） (246現場)

国（港湾･空港） (148現場)

高速道路会社 (180現場)

機構･事業団 (138現場)

地方自治体 (333現場)

全体 (1045現場)

2018年度から取組開始 2019年度～

2020年度～

33%

44%

25%

25%

16%

11%

31%

13%

33%

40%

11%

17%

25%

13%

29%

37%

15%

13%

17%

20%

33%

12%

30%

50%

40%

34%

38%

40%

29%

40%

78%

73%

80%

88%

84%

82%

85%

67%

79%

100%

北海道開発局 (9現場)

東北地方整備局 (41現場)

関東地方整備局 (40現場)

北陸地方整備局 (16現場)

中部地方整備局 (45現場)

近畿地方整備局 (38現場)

中国地方整備局 (13現場)

四国地方整備局 (15現場)

九州地方整備局 (24現場)

沖縄総合事務局 (5現場)

国（道路・河川）

39%

30%

17%

42%

33%

16%

9%

20%

14%

16%

17%

29%

11%

13%

15%

20%

23%

45%

8%

33%

29%

33%

17%

24%

78%

68%

78%

67%

67%

57%

44%

46%

48%

東日本高速道路 (41現場)

中日本高速道路 (56現場)

西日本高速道路 (58現場)

首都高速道路 (12現場)

阪神高速道路 (6現場)

水資源機構 (7現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (89現場)

日本下水道事業団 (33現場)

高速道路会社／機構・事業団

Ｂ）機械式鉄筋定着工法

10%

4%

23%

14%

8%

12%

9%

1%

13%
7%

5%

7%

10%

4%

15%

6%

6%

8%

29%

9%

51%

26%

19%

27%

国（道路･河川） (206現場)

国（港湾･空港） (95現場)

高速道路会社 (170現場)

機構･事業団 (125現場)

地方自治体 (275現場)

全体 (871現場)

2018年度から取組開始

2019年度～
2020年度～

11%

15%

21%

8%

5%

3%

9%

5%

6%

11%

15%

13%

3%

13%

18%

9%

11%

3%

18%

13%

10%

13%

9%

22%

24%

50%

23%

32%

17%

25%

27%

23%

0%

北海道開発局 (9現場)

東北地方整備局 (34現場)

関東地方整備局 (38現場)

北陸地方整備局 (13現場)

中部地方整備局 (38現場)

近畿地方整備局 (30現場)

中国地方整備局 (8現場)

四国地方整備局 (11現場)

九州地方整備局 (22現場)

沖縄総合事務局 (3現場)

国（道路・河川）

26%

23%

20%

45%

20%

16%

12%

15%

13%

14%

8%

8%

10%

12%

21%

9%

20%

6%

8%

51%

48%

55%

55%

40%

0%

0%

30%

27%

東日本高速道路 (39現場)

中日本高速道路 (52現場)

西日本高速道路 (56現場)

首都高速道路 (11現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (8現場)

JRTT (86現場)

日本下水道事業団 (26現場)

高速道路会社／機構・事業団

Ｃ）機械式鉄筋継手工法

14%

4%

34%

27%

13%

19%

11%

4%

15%

13%

9%

11%

13%

5%

23%

9%

11%

13%

38%

13%

72%

49%

33%

42%

国（道路･河川） (208現場)

国（港湾･空港） (97現場)

高速道路会社 (175現場)

機構･事業団 (130現場)

地方自治体 (280現場)

全体 (890現場)

2018年度から取組開始

2019年度～
2020年度～

20%

28%

18%

8%

5%

7%

21%

5%

67%

14%

11%

8%

16%

4%

25%

14%

9%

30%

6%

24%

14%

4%

25%

14%

9%

50%

47%

53%

17%

35%

14%

50%

50%

23%

67%

北海道開発局 (10現場)

東北地方整備局 (36現場)

関東地方整備局 (38現場)

北陸地方整備局 (12現場)

中部地方整備局 (37現場)

近畿地方整備局 (28現場)

中国地方整備局 (8現場)

四国地方整備局 (14現場)

九州地方整備局 (22現場)

沖縄総合事務局 (3現場)

国（道路・河川）

41%

39%

25%

50%

20%

13%

33%

18%

18%

20%

14%

16%

11%

23%

16%

25%

17%

40%

13%

9%

11%

82%

75%

64%

67%

60%

0%

25%

57%

39%

東日本高速道路 (39現場)

中日本高速道路 (56現場)

西日本高速道路 (56現場)

首都高速道路 (12現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (8現場)

JRTT (89現場)

日本下水道事業団 (28現場)

高速道路会社／機構・事業団
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1%

2%

1%

1%

1%

2%

1%

1%

1%

4%

1%

2%

0%

2%

6%

0%

3%

4%

2%

3%

国（道路･河川） (189現場)

国（港湾･空港） (91現場)

高速道路会社 (153現場)

機構･事業団 (120現場)

地方自治体 (261現場)

全体 (814現場)

2018年度から取組開始
2019年度～ 2020年度～

5%

2%

3%

2%

3%

3%

2%

1%

2%

2%

2%

2%

5%

2%

8%

3%

3%

4%

11%

5%

13%

6%

9%

9%

国（道路･河川） (196現場)

国（港湾･空港） (93現場)

高速道路会社 (157現場)

機構･事業団 (126現場)

地方自治体 (269現場)

全体 (841現場)

2018年度から取組開始
2019年度～ 2020年度～

20%

26%

16%

27%

11%

36%

33%

20%

9%

11%

33%

8%

28%

17%

11%

22%

27%

20%

17%

11%

8%

19%

57%

46%

49%

55%

20%

17%

56%

52%

81%

東日本高速道路 (35現場)

中日本高速道路 (54現場)

西日本高速道路 (55現場)

首都高速道路 (11現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (6現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (86現場)

日本下水道事業団 (36現場)

高速道路会社／機構・事業団

10%

47%

21%

15%

20%

13%

17%

15%

13%

10%

16%

13%

15%

15%

16%

33%

15%

22%

20%

13%

28%

23%

29%

19%

33%

8%

30%

25%

40%

76%

62%

54%

63%

47%

83%

38%

65%

25%

北海道開発局 (10現場)

東北地方整備局 (38現場)

関東地方整備局 (39現場)

北陸地方整備局 (13現場)

中部地方整備局 (41現場)

近畿地方整備局 (32現場)

中国地方整備局 (12現場)

四国地方整備局 (13現場)

九州地方整備局 (23現場)

沖縄総合事務局 (4現場)

国（道路・河川）

21%

5%

20%

32%

20%

21%

16%

10%

13%

15%

10%

13%

23%

15%

19%

12%

14%

17%

60%

30%

51%

58%

44%

50%

国（道路･河川） (225現場)

国（港湾･空港） (101現場)

高速道路会社 (167現場)

機構･事業団 (137現場)

地方自治体 (295現場)

全体 (925現場)

2018年度から取組開始 2019年度～

2020年度～

1.
〇生産性向上に資する技術の取り組み状況

Ｄ）コンクリートの標準スランプ値12cm以上

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）

Ｅ）生コン情報の電子化（工場から打設に至るまでの出荷状況や打設状況の見える化）

Ｆ）配筋写真の撮影業務の効率化（ステレオカメラの活用や、写真データのレイヤー化など）

6%

3%

9%

7%

22%

5%

3%

3%

7%

3%

3%

9%

6%

7%

9%

0%

13%

9%

18%

6%

20%

22%

0%

14%

0%

北海道開発局 (7現場)

東北地方整備局 (32現場)

関東地方整備局 (34現場)

北陸地方整備局 (11現場)

中部地方整備局 (36現場)

近畿地方整備局 (30現場)

中国地方整備局 (9現場)

四国地方整備局 (12現場)

九州地方整備局 (22現場)

沖縄総合事務局 (3現場)

国（河川・道路）

3%

4%

4%

11%

1%

3%

2%

2%

1%

4%

6%

4%

11%

10%

40%

29%

1%

4%

12%

10%

17%

10%

40%

29%

11%

4%

8%

東日本高速道路 (34現場)

中日本高速道路 (48現場)

西日本高速道路 (53現場)

首都高速道路 (10現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (7現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (84現場)

日本下水道事業団 (26現場)

高速道路会社／機構・事業団

3%

3%

13%

5%

14%

6%

9%

3%

5%

14%

10%

13%

0%

3%

0%

13%

0%

10%

0%

北海道開発局 (7現場)

東北地方整備局 (31現場)

関東地方整備局 (32現場)

北陸地方整備局 (11現場)

中部地方整備局 (36現場)

近畿地方整備局 (28現場)

中国地方整備局 (8現場)

四国地方整備局 (12現場)

九州地方整備局 (21現場)

沖縄総合事務局 (3現場)

国（道路・河川）

1%

4%

3%

4%

1%

4%

2%

3%

4%

4%

0%

0%

0%

0%

5%

4%

東日本高速道路 (33現場)

中日本高速道路 (48現場)

西日本高速道路 (50現場)

首都高速道路 (10現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (8現場)

JRTT (83現場)

日本下水道事業団 (24現場)

高速道路会社／機構・事業団
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24%

4%

20%

25%

20%

20%

19%

10%

16%

20%

15%

16%

24%

20%

27%

17%

18%

21%

67%

34%

62%

62%

53%

57%

国（道路･河川） (225現場)

国（港湾･空港） (109現場)

高速道路会社 (173現場)

機構･事業団 (143現場)

地方自治体 (306現場)

全体 (956現場)

2018年度から取組開始

2019年度～ 2020年度～

1%

3%

4%

0%

1%

2%

5%

8%

6%

0%

4%

29%

20%

43%

29%

6%

24%

32%

25%

54%

39%

7%

29%

国（道路･河川） (193現場)

国（港湾･空港） (101現場)

高速道路会社 (168現場)

機構･事業団 (131現場)

地方自治体 (266現場)

全体 (859現場)

2018年度から取組開始

2019年度～ 2020年度～

6%

2%

10%

2%

4%

3%

2%

3%

2%

20%

2%

4%

12%

2%

4%

10%

20%

0%

0%

5%

8%

東日本高速道路 (34現場)

中日本高速道路 (47現場)

西日本高速道路 (52現場)

首都高速道路 (10現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (85現場)

日本下水道事業団 (26現場)

高速道路会社／機構・事業団

9%

9%

5%

3%

4%

3%

4%

5%

0%

13%

12%

0%

0%

7%

0%

0%

10%

0%

北海道開発局 (7現場)

東北地方整備局 (32現場)

関東地方整備局 (34現場)

北陸地方整備局 (11現場)

中部地方整備局 (36現場)

近畿地方整備局 (27現場)

中国地方整備局 (8現場)

四国地方整備局 (12現場)

九州地方整備局 (21現場)

沖縄総合事務局 (3現場)

国（道路・河川）

4%

1%

3%

2%

1%

2%

1%

1%

1%

2%

1%

2%

4%

2%

2%

3%

2%

6%

6%

6%

5%

6%

6%

国（道路･河川） (191現場)

国（港湾･空港） (99現場)

高速道路会社 (155現場)

機構･事業団 (125現場)

地方自治体 (271現場)

全体 (841現場)

2018年度から取組開始

2019年度～ 2020年度～

1.
〇生産性向上に資する技術の取り組み状況

Ｇ）施工体系図のデジタルサイネージの活用

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）

Ｈ）受発注者間のテレビ会議の実施

Ｉ）WEBカメラを用いた安全管理

3%

3%

7%

33%

43%

23%

35%

27%

38%

11%

67%

8%

29%

33%

43%

26%

38%

27%

38%

18%

67%

8%

29%

67%

北海道開発局 (7現場)

東北地方整備局 (31現場)

関東地方整備局 (34現場)

北陸地方整備局 (11現場)

中部地方整備局 (37現場)

近畿地方整備局 (28現場)

中国地方整備局 (9現場)

四国地方整備局 (12現場)

九州地方整備局 (21現場)

沖縄総合事務局 (3現場)

国（道路・河川）

3%

4%

2%

9%

5%

3%

19%

7%

4%

40%

5%

7%

46%

55%

28%

55%

80%

11%

35%

21%

68%

65%

34%

64%

80%

40%

11%

44%

31%

東日本高速道路 (37現場)

中日本高速道路 (55現場)

西日本高速道路 (53現場)

首都高速道路 (11現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (88現場)

日本下水道事業団 (29現場)

高速道路会社／機構・事業団

36%

45%

18%

23%

26%

3%

25%

23%

17%

27%

23%

13%

15%

23%

23%

25%

8%

17%

27%

13%

41%

38%

13%

10%

33%

23%

33%

75%

91%

80%

72%

77%

62%

37%

83%

54%

67%

75%

北海道開発局 (11現場)

東北地方整備局 (40現場)

関東地方整備局 (39現場)

北陸地方整備局 (13現場)

中部地方整備局 (39現場)

近畿地方整備局 (30現場)

中国地方整備局 (12現場)

四国地方整備局 (13現場)

九州地方整備局 (24現場)

沖縄総合事務局 (4現場)

国（道路・河川）

21%

35%

10%

17%

40%

26%

28%

24%

13%

14%

17%

40%

20%

10%

18%

25%

18%

21%

36%

33%

40%

10%

14%

31%

63%

69%

59%

67%

80%

60%

20%

59%

83%

東日本高速道路 (38現場)

中日本高速道路 (52現場)

西日本高速道路 (59現場)

首都高速道路 (12現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (10現場)

JRTT (92現場)

日本下水道事業団 (36現場)

高速道路会社／機構・事業団
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33%

27%

12%

25%

22%

23%

19%

16%

12%

8%

20%

40%

26%

10%

19%

18%

28%

8%

40%

22%

15%

23%

72%

62%

53%

42%

60%

40%

22%

63%

55%

東日本高速道路 (36現場)

中日本高速道路 (55現場)

西日本高速道路 (57現場)

首都高速道路 (12現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (89現場)

日本下水道事業団 (31現場)

高速道路会社／機構・事業団

13%

38%

16%

23%

18%

3%

20%

21%

36%

25%

15%

16%

15%

16%

23%

16%

10%

29%

23%

29%

26%

20%

21%

20%

33%

38%

64%

61%

62%

63%

52%

40%

43%

72%

33%

北海道開発局 (8現場)

東北地方整備局 (39現場)

関東地方整備局 (38現場)

北陸地方整備局 (13現場)

中部地方整備局 (38現場)

近畿地方整備局 (31現場)

中国地方整備局 (10現場)

四国地方整備局 (14現場)

九州地方整備局 (25現場)

沖縄総合事務局 (3現場)

国（道路・河川）

21%

7%

22%

20%

13%

17%

15%

23%

16%

21%

17%

18%

22%

35%

23%

16%

18%

22%

58%

65%

60%

57%

48%

56%

国（道路･河川） (219現場)

国（港湾･空港） (124現場)

高速道路会社 (172現場)

機構･事業団 (134現場)

地方自治体 (301現場)

全体 (950現場)

2018年度から取組開始

2019年度～ 2020年度～

9%

20%

11%

4%

7%

4%

7%

40%

9%

3%

14%

6%

12%

24%

32%

0%

0%

40%

0%

18%

7%

東日本高速道路 (33現場)

中日本高速道路 (45現場)

西日本高速道路 (56現場)

首都高速道路 (10現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (82現場)

日本下水道事業団 (27現場)

高速道路会社／機構・事業団

32%

6%

8%

8%

4%

20%

18%

14%

3%

8%

5%

18%

5%

9%

14%

17%

5%

18%

10%

8%

23%

14%

44%

28%

25%

19%

39%

30%

8%

45%

0%

北海道開発局 (7現場)

東北地方整備局 (34現場)

関東地方整備局 (36現場)

北陸地方整備局 (12現場)

中部地方整備局 (37現場)

近畿地方整備局 (28現場)

中国地方整備局 (10現場)

四国地方整備局 (13現場)

九州地方整備局 (22現場)

沖縄総合事務局 (3現場)

国（道路・河川）

12%

1%

12%

4%

4%

7%

6%

9%

4%

7%

3%

5%

12%

5%

6%

4%

3%

6%

30%

15%

22%

15%

11%

19%

国（道路･河川） (202現場)

国（港湾･空港） (98現場)

高速道路会社 (156現場)

機構･事業団 (123現場)

地方自治体 (270現場)

全体 (849現場)

2018年度から取組開始

2019年度～ 2020年度～

24%

38%

16%

10%

13%

22%

13%

14%

50%

40%

11%

9%

4%

11%

10%

19%

20%

17%

12%

4%

57%

60%

48%

30%

67%

40%

11%

34%

7%

東日本高速道路 (37現場)

中日本高速道路 (48現場)

西日本高速道路 (58現場)

首都高速道路 (10現場)

阪神高速道路 (6現場)

水資源機構 (5現場)

都市再生機構 (9現場)

JRTT (90現場)

日本下水道事業団 (27現場)

高速道路会社／機構・事業団

22%

49%

20%

21%

21%

13%

25%

13%

15%

18%

7%

18%

16%

17%

8%

25%

33%

10%

15%

29%

26%

26%

33%

21%

25%

56%

74%

53%

57%

64%

55%

75%

8%

58%

25%

北海道開発局 (9現場)

東北地方整備局 (39現場)

関東地方整備局 (40現場)

北陸地方整備局 (14現場)

中部地方整備局 (39現場)

近畿地方整備局 (31現場)

中国地方整備局 (12現場)

四国地方整備局 (12現場)

九州地方整備局 (24現場)

沖縄総合事務局 (4現場)

国（道路・河川）

22%

4%

22%

9%

8%

14%

16%

8%

16%

9%

6%

11%

20%

17%

14%

9%

7%

13%

58%

28%

52%

27%

22%

38%

国（道路･河川） (224現場)

国（港湾･空港） (103現場)

高速道路会社 (166現場)

機構･事業団 (131現場)

地方自治体 (279現場)

全体 (903現場)

2018年度から取組開始

2019年度～ 2020年度～

1.
〇生産性向上に資する技術の取り組み状況

Ｊ）3Dレーザースキャナを用いた測量

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）

Ｋ）UAVを用いた測量

Ｌ）電子野帳やタブレットによるICTを活用した工事
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

52



2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

【CCUS活用モデル工事対象工事一覧 2021.3.15時点】 国土交通省資料より

★WTO対象工事 ① ★WTO対象工事 ②
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

【CCUS活用モデル工事対象工事一覧② 2021.3.15時点】 国土交通省資料より

★WTO対象工事 ③ ★一般土木Cランク工事
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

国土交通省資料より
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

国土交通省資料より
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

日建連発第●●号
2021年●月●●日

●●●●●知事（市長）
●●●● 様

一般社団法人 日本建設業連合会
会 長 山 内 隆 司

建設キャリアアップシステム (CCUS)の普及促進に関する要望書

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
平素より、建設業界に対し、格別のご理解、ご協力を賜り厚く御礼を申し上げます。
さて、ご高承のように、建設業界においては建設技能者の高齢化や若年入職者の減

少が顕著であり、将来における公共工事の担い手が不足することや災害対応を含む地域
の維持管理を担う体制が弱まり、地域の安全・安心の維持に支障が生ずることも懸念され
ます。このような事態に対処するため、令和元年１0月２1日付けで総務大臣及び国土交
通大臣から地方公共団体に対し「公共工事の入札及び契約の適正化の推進について」
（総行行第215号、国土入企第26号）通知がなされております。
本通知においては、施工に必要な工期の確保、施工の時期の平準化、適正な予定価

格の設定やダンピング対策の強化など措置すべき事項が示されておりますが、その中で
地方公共団体においてはその発注する公共工事の施工に当たって受注者等による建設
キャリアアップシステム（以下、「ＣＣＵＳ」という。）の利用が進められるよう努めることが要
請されています（＊）。
ＣＣＵＳは建設技能者の有する資格や現場の就業履歴等を登録・蓄積し、技能と経験

に応じた賃金支払い・処遇改善を図ることにより担い手を確保する建設業の将来のため
に不可欠な制度インフラであり、当会は、国土交通省、建設業振興基金、関係建設業団
体等とともにその普及を強力に推進しています。
これまで、登録技能者・事業者、就業履歴は着実に増加しておりますが、普及を更に

加速させるためには、地方公共団体及び独立行政法人、特殊会社の発注する公共工事
において、CCUSの利用が一層促進される取組が不可欠と考えております。国土交通省
の直轄工事においてはCCUSを活用したモデル工事などが始まっております。貴職にお
かれましても、下記について特段のご高配を賜りますようお願い申し上げます。
なお、ご参考までに、建設業界との意見交換会における国土交通大臣のご発言や国

土交通省の最近の動きなど、関係資料を添付いたします。
早急な対応を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

敬具

＊公共工事におけるＣＣＵＳの取扱いについては、入札契約適正化法適正化指針にお
いても「各省各庁の長等（入札契約適正化法の「各省各庁の長等」には地方公共団
体の長も含まれます）は、公共工事の施工に当たってその利用が進められるよう努め
る」こととされています。

記

貴県の発注工事において、ＣＣＵＳの活用（発注時の要件化や総合評価・工事成績評
点の評価対象とすること等）を図っていただきたい。
地方公共団体において、発注工事につき、例えば、CCUSの導入を要件化する、あ
るいは、総合評価や工事成績評点の評価対象とするなど、CCUSの普及に関する先
導的な取組を推進していただくことは、CCUSの普及、ひいては下請企業やそこで働く
建設技能者の処遇改善に大きな推進力になることから、是非ともお願いいたしたく存じ
ます。

【添付資料】
１．国土交通省直轄CCUS活用モデル工事一覧
２．「公共工事の入札及び契約の適正化の推進について」（総行行第215 号、国土
入企第26号）
３．（ブロック別一覧）

【参考資料】
１．建設業４団体との意見交換会（11/30）国土交通大臣ご発言
２．防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策 主な達成目標（抜粋）

ＣＣＵＳの概要・導入状況
３．建設キャリアアップシステム 概要編
４．建設業の基幹インフラとしての建設キャリアアップシステム
５．建設キャリアアップシステム普及・活用に向けた官民施策パッケージ
６．都道府県によるＣＣＵＳに係る企業評価の導入状況

国土交通省におけるＣＣＵＳモデル工事
７．国土交通省直轄工事における建設キャリアアップシステムの活用について
８．ＣＣＵＳ義務化モデル工事（試行）について
９．建設キャリアアップシステム活用推奨モデル営繕工事の試行について
10．ＣＣＵＳ活用推奨モデル営繕工事（試行）（令和２年度）について

その他
11．ＣＣＵＳの登録数の推移
12．現場事例
13．技能者登録のご案内
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

国土交通省資料より
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

（国土交通省資料より）

建設通信新聞 2021年3月31日

国土交通省資料より
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（日建連「2020ハンドブック」より
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2．（1）技能者の処遇改善
①建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）等の活用推進

日建連発第9号
2021年4月19日

法人会員指定代表者 各位

一般社団法人日本建設業連合会
会 長 山 内 隆 司

技能労働者の賃金水準の引上げについて

拝啓 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素より当会の事業活動の推進に当たり格別のご理解、ご協力を賜り厚く御礼を申し

上げます。

さて、技能労働者への適切な賃金水準の確保については、本年3月10日付け会長通

知（日建連発第204号）により、公共工事設計労務単価改定の効果が技能労働者に行

き渡るよう取組みをお願いしたところですが、更に、3月30日に開催された赤羽国土交

通大臣と当会を含む建設業団体との意見交換会において、「今後の担い手確保のた

め、技能労働者の賃金の引上げが設計労務単価の上昇を通じて、適正利潤の確保、

さらなる賃金の引上げにつながる好循環を継続することが必要であり、様々な課題もあ

り、困難を伴うものの、本年は概ね２％以上の賃金上昇の実現を目指す旗印のもと、全

ての関係者が可能な取組みを進めること、また、翌年以降も経済状況等を踏まえつつ、

継続して賃金上昇に向けた取組みを進めること」とされました。

「概ね2％以上の賃金上昇の実現を目指す」ことは、新型コロナウイルスの影響により景

気が急減速し、失業者と休業者の増加が高止まりしていることを考慮すると、大変厳し

く、企業の負担も極めて大きいと言わざるを得ませんが、日建連は、こうした状況を踏ま

え、2021年度第1回理事会（書面決議）において下記の事項を決定しました。

会員各社におかれましては、建設技能者の確保・育成に向けた活動を継続しつつ、技

能労働者の賃金水準の引上げの流れを止めないために、これらの事項の徹底を図ら

れるよう、理事会の総意として要請いたします。

敬具

記

１．概ね2％以上の賃金上昇を目指す趣旨に適う下請契約の締結

日建連会員企業は、「労務費見積り尊重宣言（2018年12月21日決定）」の今年
度の運用について、一次下請への見積り依頼に際して、概ね2％以上の賃金上
昇の趣旨に適う適切な労務費を内訳明示した見積書の提出要請を徹底し、当該
見積りを確認した上でこれを尊重するものとすること。

（参考）労務費見積り尊重宣言
日建連会員企業は、建設技能者の賃金を全産業労働者平均レベルに近づけ
ていくため、一次下請企業への見積り依頼に際して、内訳明示が進んできている
法定福利費に加えて労務賃金改善の趣旨に適う適切な労務費（労務賃金）を内
訳明示した見積書の提出要請を徹底し、当該見積りを確認した上でこれを尊重
する。

２．適正な受注活動の徹底

公共工事、民間工事を問わず、過度な安値受注、いわゆるダンピング受注等
公正な競争を妨げる行為を行わないことは「日建連等企業行動規範2013」で明
示されており、また、適正な受注活動の実施については、これまでも会長名で要
請を行ってきたところであるが、改めて、①適正価格での受注の徹底②適正工期
の確保③適正な契約条件の確保――を徹底すること。
なお、適正な受注活動は、あくまで自社の責任において行われるものであって、
不当な取引制限に繋がるような行為は絶対にあってはならないこと。

以 上
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２．（２）週休二日の実現
①週休二日実現に向けた環境整備

直轄工事 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 目標

全工事件数 10,107 7,708 8,007 約9,000

週休2日対象
工事の
公告件数

824
(8%)

3,579
(50%↗)

6,485
(81%↗)

約8,000
(約
90%↗)

R2年度には
原則100%

週休2日対象
工事の
実施件数

165
(2%)

1,106
(14%↗)

3,129
(39%↗)

約4,500
(約
50%↗)

遅くてもR6年度に
は原則100%

※R1年度は港湾空港関係除き

（国土交通省資料より）

国土交通省では、令和３年度から本官工事は全て発注者指定型

【直轄工事の週休二日モデル工事における主な取組み】

◆補正係数

◆工事成績での加点
最大２．８点

◆総合評価にて加点（幾つかの地整で取組み）
・週休二日試行工事での実績により取組証を発行
・取組証により総合評価にて加点

◆週休2日交替制モデル工事の実施
現場閉所が困難な維持工事等において工事従事者が
交替制により週休2日を取得
<対象工事：維持工事、災害復旧工事>

◆適正な工期設定
直轄土木工事における適正な工期設定指針の策定

（R2.3）など

◆都道府県・市町村との連携（統一閉所日の設定など）

4週6休 4週7休 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

機械経費(賃料) 1.01 1.03 1.04

共通仮設費 1.02 1.03 1.04

現場管理費 1.03 1.04 1.06
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43%

49%

3%

7%

17%

24%

16%

13%

1%

2%

6%

8%

11%

22%

2%

5%

6%

9%

2%

2%

12%

7%

8%

6%

29%

14%

82%

79%

62%

54%

国（道路･河川） (276現場)

国（港湾･空港） (175現場)

高速道路会社 (208現場)

機構･事業団 (166現場)

地方自治体 (401現場)

全体 (1226現場)

発注者指定型

受注者希望型（希望有）

受注者希望型（希望無）

自主的な週休二日

週休二日制でない
25%

13%

19%

39%

64%

83%

60%

56%

38%

17%

8%
4%

38%

28%

9%

3%

27%

19%

17%

17%

8%

7%

21%

6%

9%

13%

6%

17%

33%

4%
4%

2%

58%

71%(11%)

19%(2%)

28%(6%)

17%

15%

19%

28%(17%)

33%

北海道開発局 (12現場)

東北地方整備局 (45現場)

関東地方整備局 (48現場)

北陸地方整備局 (18現場)

中部地方整備局 (47現場)

近畿地方整備局 (40現場)

中国地方整備局 (15現場)

四国地方整備局 (16現場)

九州地方整備局 (29現場)

沖縄総合事務局 (6現場)

国（道路・河川） 災害復旧工事

100%

99%

85%

80%

83%

69%

60%

25%

51%

76%

8%

2%

4%

2%

1%

8%

5%

6%

31%

40%

75%

44%

19%

15%

8%

3%

国（道路･河川） 2020年度契約 (11現場)

2019年度契約 (68現場)

2018年度契約 (26現場)

国（港湾･空港） 2020年度契約 (20現場)

2019年度契約 (48現場)

2018年度契約 (13現場)

高速道路会社 (5現場)

機構･事業団 (12現場)

地方自治体 (68現場)

全体 (271現場)

4週8閉所以上 4週7閉所 4週4閉所以下

4週6閉所

工期が厳しいため, 78%

協力会社や作業員が土曜日等の作業を望んだため, 24%

人員不足のため, 19%

発注者から工期短縮の要請があった, 16%

施工条件の変化等が生じて工期が厳しくなる場合, 16%

早めに工事を進め、バッファを確保するため, 8%

工期短縮（資機材等の圧縮）により利益確保を図るため, 7%

工事を早く終わらせて、まとめて休日を取得すれば良いと考えた, 2%

休日取得の必要性を感じなかった, 0%

工事に市場単価を用いる工種が含まれており、週休２日補正の対象外とされているため, 0%

その他, 26%

全体 (108現場)

２．（２）週休二日の実現
①週休二日実現に向けた環境整備

Ａ）週休二日工事の取り組み状況（試行を含む）

2%

2%

3%

14%

2%

22%

2%

29%

8%

4%

2%

2%

1%

7%

29%

1%

13%

16%

14%

10%

7%

23%

5%

7%

80%

82%

86%

86%

57%

71%

69%

92%

53%

東日本高速道路 (44現場)

中日本高速道路 (66現場)

西日本高速道路 (70現場)

首都高速道路 (14現場)

阪神高速道路 (7現場)

水資源機構 (7現場)

都市再生機構 (13現場)

JRTT (101現場)

日本下水道事業団 (45現場)

高速道路会社／機構・事業団

・国以外の多くの発注機関で週休二日工事の割合が低い。

Ｂ）＜受注者希望型＞週休二日を希望しない理由

・週休二日を希望しない理由として、工期が厳しいこと、協力会社や作業員が土曜日

等の作業を望んだこと、人員不足などが挙げられる。

Ｃ）＜発注者指定型＞工事開始当初に設定した閉所日数

・発注者指定型は、４週８閉所に取り組みやすい。

※カッコ内は災害復旧工事の割合

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 66



69%

58%

56%

48%

63%

61%

31%

42%

44%

52%

37%

39%

国（道路･河川） (225現場)

国（港湾･空港） (128現場)

高速道路会社 (135現場)

機構･事業団 (105現場)

地方自治体 (304現場)

全体 (897現場)

達成できた 達成できなかった

工期が厳しく４週６日以上の現場閉所日を設定できなかった, 79%

発注者から工期短縮の要請があった, 24%

協力会社や作業員が土曜日等の作業を望んだ, 24%

人員不足のため, 18%

早めに工事を進め、バッファを確保するため, 16%

工期短縮（資機材等の圧縮）により利益確保を図った, 5%

現場閉所の必要性を感じなかった, 2%

工事を早く終わらせて、まとめて休日を取得すれば良いと考えた, 2%

その他, 16%

全体 (256現場)

7%

11%

8%

43%

23%

4%

13%

2%

3%

1%

2%

64%

43%

65%

36%

57%

57%

69%

55%

53%

21%

38%

24%

57%

43%

34%

24%

5%

5%

3%

7%

8%

7%

7%

東日本高速道路 (42現場)

中日本高速道路 (65現場)

西日本高速道路 (71現場)

首都高速道路 (14現場)

阪神高速道路 (7現場)

水資源機構 (7現場)

都市再生機構 (13現場)

JRTT (104現場)

日本下水道事業団 (45現場)

高速道路会社／機構・事業団

33%

18%

59%

68%

65%

85%

87%

81%

52%

33%

2%

2%

2%

33%

56%

14%

32%

27%

13%

13%

13%

21%

67%

17%

20%

18%

4%

10%

17%

4%

6%

2%

3%

6%

17%

北海道開発局 (12現場)

東北地方整備局 (45現場)

関東地方整備局 (49現場)

北陸地方整備局 (19現場)

中部地方整備局 (48現場)

近畿地方整備局 (40現場)

中国地方整備局 (15現場)

四国地方整備局 (16現場)

九州地方整備局 (29現場)

沖縄総合事務局 (6現場)

国（道路・河川）

58%

56%

10%

8%

20%

30%

1%

3%

1%

1%

4%

3%

27%

16%

56%

56%

54%

43%

9%

16%

29%

29%

18%

19%

5%

8%

4%

7%

4%

5%

国（道路･河川） (279現場)

国（港湾･空港） (177現場)

高速道路会社 (207現場)

機構･事業団 (169現場)

地方自治体 (407現場)

全体 (1239現場)

4週8閉所以上 4週6閉所 4週4閉所以下

4週7閉所 4週5閉所

２．（２）週休二日の実現
①週休二日実現に向けた環境整備

Ｄ）工事当初に設定した閉所日数

・北海道開発局、九州地方整備局は４週４閉所以下で設定された工事が比較的多い。また、北海道開発局、中日本高速道路、首都高速道路、水資源機構、

JRTT、日本下水道事業団では、４週５閉所以下に設定した現場が30%以上に上る。

Ｅ）４週６閉所以上を設定しなかった理由（災害復旧工事を除く）

・４週６閉所以上を設定しなかった理由として、工期が厳しいこと、発注者から工期短縮要請が

あったこと、協力会社や作業員が土曜日等の作業を望んだことなどが挙げられる。

Ｆ）工事当初に設定した閉所日数の達成度
（当初設定４週６閉所以上を対象）

・達成できなかった現場が約４割。

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 67



想定した工種が予定通り進まずに工期が厳しくなったため, 54%

天候不順・自然災害等による遅れを取り戻すため, 35%

設計図書と施工条件の相違、設計図書の変更等による遅れを取り戻すため, 31%

発注者からの工期短縮要求, 25%

追加工事の指示, 24%

関連工事や用地買収等の協議未了による遅れを取り戻すため, 19%

人員不足のため, 16%

下請け業者や作業員からの休日作業の要望, 16%

早めに工事を進め、バッファを確保するため, 10%

材料供給・機械トラブル等による遅れ, 9%

その他, 11%

全体 (344現場)

２．（２）週休二日の実現
①週休二日実現に向けた環境整備

Ｇ）当初設定した４週６閉所以上を達成できなかった理由

・４週６閉所以上を達成できなかった理由として、工事の想定外の遅れ、自然条件の変化、
設計成果の変更などが挙げられる。

31%

34%

31%

30%

32%

13%

13%

13%

14%

14%

32%

34%

35%

40%

38%

13%

13%

15%

12%

12%

11%

6%

6%

4%

4%

現場代理人（監理技術者と兼務）

(696現場)

現場代理人（兼務していない）

(1233現場)

監理技術者 (1337現場)

主任技術者 (991現場)

その他技術者 (1479現場)

4週8休以上 4週6休 4週4休以下

4週7休 4週5休

Ｈ）職種ごとの休日取得状況（元請職員）

・職種ごとの休日取得状況に大きな差はみられない。

Ｉ）「元請職員」の休日取得状況（発注機関別）

・九州地方整備局、西日本高速道路、水資源機構が４週４休以下の割合が高い。

50%

13%

44%

44%

46%

63%

60%

81%

38%

33%

17%

20%

4%

11%

17%

5%

20%

10%

17%

27%

31%

28%

27%

20%

20%

13%

24%

33%

17%

29%

10%

17%

6%

8%

7%

33%

11%

10%

4%

5%

6%

21%

北海道開発局 (12現場)

東北地方整備局 (45現場)

関東地方整備局 (48現場)

北陸地方整備局 (18現場)

中部地方整備局 (48現場)

近畿地方整備局 (40現場)

中国地方整備局 (15現場)

四国地方整備局 (16現場)

九州地方整備局 (29現場)

沖縄総合事務局 (6現場)

国（道路・河川）

44%

42%

18%

14%

20%

27%

11%

7%

13%

13%

13%

12%

25%

21%

41%

43%

37%

34%

12%

12%

19%

21%

18%

16%

8%

18%

9%

8%

12%

11%

国（道路･河川） (277現場)

国（港湾･空港） (177現場)

高速道路会社 (206現場)

機構･事業団 (167現場)

地方自治体 (405現場)

全体 (1232現場)

4週8休以上 4週6休 4週4休以下

4週7休 4週5休

19%

23%

10%

14%

43%

17%

46%

12%

11%

10%

17%

13%

7%

17%

15%

13%

45%

36%

42%

43%

43%

50%

38%

45%

40%

19%

19%

20%

29%

15%

21%

24%

7%

5%

15%

7%

14%

17%

8%

11%

東日本高速道路 (42現場)

中日本高速道路 (64現場)

西日本高速道路 (71現場)

首都高速道路 (14現場)

阪神高速道路 (7現場)

水資源機構 (6現場)

都市再生機構 (13現場)

JRTT (103現場)

日本下水道事業団 (45現場)

高速道路会社／機構・事業団

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 68



61%

68%

63%

64%

86%

38%

38%

53%

60%

東日本高速道路 (44現場)

中日本高速道路 (66現場)

西日本高速道路 (71現場)

首都高速道路 (14現場)

阪神高速道路 (7現場)

水資源機構 (8現場)

都市再生機構 (13現場)

JRTT (104現場)

日本下水道事業団 (45現場)

高速道路会社／機構・事業団

83%

62%

69%

42%

65%

53%

60%

56%

59%

67%

北海道開発局 (12現場)

東北地方整備局 (45現場)

関東地方整備局 (49現場)

北陸地方整備局 (19現場)

中部地方整備局 (48現場)

近畿地方整備局 (40現場)

中国地方整備局 (15現場)

四国地方整備局 (16現場)

九州地方整備局 (29現場)

沖縄総合事務局 (6現場)

国（道路・河川）
61%

54%

66%

53%

55%

58%

国（道路･河川） (279現場)

国（港湾･空港） (177現場)

高速道路会社 (210現場)

機構･事業団 (170現場)

地方自治体 (411現場)

全体 (1247現場)

17%

11%

44%

50%

46%

67%

73%

67%

39%

33%

25%

11%

4%

10%

10%

7%

7%

11%

50%

24%

23%

22%

25%

15%

7%

13%

18%

67%

8%

40%

15%

22%

19%

8%

13%

13%

11%

13%

15%

6%

21%

北海道開発局 (12現場)

東北地方整備局 (45現場)

関東地方整備局 (48現場)

北陸地方整備局 (18現場)

中部地方整備局 (48現場)

近畿地方整備局 (39現場)

中国地方整備局 (15現場)

四国地方整備局 (15現場)

九州地方整備局 (28現場)

沖縄総合事務局 (6現場)

国（道路・河川）

43%

46%

12%

7%

15%

24%

9%

6%

3%

4%

9%

7%

23%

14%

44%

52%

40%

35%

18%

14%

28%

22%

20%

20%

7%

19%

13%

15%

16%

14%

国（道路･河川） (274現場)

国（港湾･空港） (173現場)

高速道路会社 (203現場)

機構･事業団 (165現場)

地方自治体 (397現場)

全体 (1212現場)

4週8休以上 4週6休 4週4休以下

4週7休 4週5休

２．（２）週休二日の実現
①週休二日実現に向けた環境整備

Ｊ）「技能者」の休日取得状況（発注機関別）

・九州地方整備局、日本下水道事業団、水資源機構が４週４休以下の割合が高い。

7%

17%

7%

7%

43%

8%

7%

7%

3%

6%

7%

8%

4%

5%

50%

37%

45%

57%

29%

50%

77%

51%

47%

31%

30%

28%

14%

29%

33%

8%

23%

21%

12%

13%

14%

14%

17%

15%

21%

東日本高速道路 (42現場)

中日本高速道路 (63現場)

西日本高速道路 (69現場)

首都高速道路 (14現場)

阪神高速道路 (7現場)

水資源機構 (6現場)

都市再生機構 (13現場)

JRTT (103現場)

日本下水道事業団 (43現場)

高速道路会社／機構・事業団

Ｋ）時間外労働の上限規制に抵触する現場

・阪神高速道路、北海道開発局は時間外労働の上限規制に抵触する割合が高い。

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 69



２．（２）週休二日の実現
①週休二日実現に向けた環境整備

Ｍ）時間外労働の上限規制 （厚生労働省資料より抜粋）

日刊建設通信新聞記事（2021年4月7日）

Ｏ）選択的週休３日制の普及に向けた自民党提言Ｎ）週休二日の実績確認方法

・建設業界は周回遅れ。

Ｌ）工期延長が必要な現場の週休二日取得

・工期延長が必要となった現場のうち、最終的に4週8閉所

以上取得できたのはわずか13%。

4週7閉所以下

87%

4週8閉所以上

13%

工期延長が

必要な現場

208現場

・実績確認は受発注者双方の負担とならぬよう簡易的な方法が求められる。

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）
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40%

37%

22%

6%

11%

10%

8%

6%

27%

27%

39%

38%

9%

10%

16%

30%

14%

16%

16%

20%

2020年度 (124現場)

2019年度 (366現場)

2018年度 (257現場)

2017年度以前 (458現場)

4週4閉所以下

4週5閉所

4週6閉所4週7閉所4週8閉所以上55%

64%

7%

41%

3%

12%

12%

7%

18%

6%

17%

20%

30%

30%

44%

7%

2%

20%

10%

25%

9%

3%

37%

22%

発注者指定型 (298現場)

受注者希望型（希望有） (102現場)

受注者希望型（希望無） (115現場)

自主的週休二日 (141現場)

週休二日制でない (920現場)

4週4閉所以下

4週5閉所

4週6閉所

4週7閉所

4週8閉所以上

25%

14%

45%

47%

44%

67%

73%

69%

38%

33%

17%

5%

4%

6%

15%

15%

7%

6%

33%

23%

17%

35%

25%

8%

13%

6%

34%

50%

8%

21%

23%

6%
2%

3%

19%

17%

17%

37%

11%

6%

15%

8%

7%

10%

17%

北海道開発局 (12現場)

東北地方整備局 (43現場)

関東地方整備局 (47現場)

北陸地方整備局 (17現場)

中部地方整備局 (48現場)

近畿地方整備局 (39現場)

中国地方整備局 (15現場)

四国地方整備局 (16現場)

九州地方整備局 (29現場)

沖縄総合事務局 (6現場)

国（道路・河川）

２．（２）週休二日の実現
②閉所困難工事での対応

Ａ）現場閉所日数実績（発注機関別）

44%

43%

9%

2%

14%

22%

8%

9%

4%

4%

11%

8%

22%

15%

46%

40%

41%

34%

14%

9%

26%

29%

18%

19%

12%

25%

15%

24%

16%

17%

国（道路･河川）(272現場)

国（港湾･空港）(175現場)

高速道路会社(202現場)

機構･事業団(163現場)

地方自治体(393現場)

全体(1205現場)

4週4閉所以下

4週5閉所

4週6閉所

4週7閉所

4週8閉所以上

7%

13%

7%

29%

8%

2%

2%

2%

6%

3%

14%

15%

3%

5%

48%

42%

43%

50%

57%

43%

69%

39%

34%

29%

23%

31%

14%

14%

29%

8%

33%

24%

14%

16%

16%

21%

29%

23%

34%

東日本高速道路 (42現場)

中日本高速道路 (64現場)

西日本高速道路 (68現場)

首都高速道路 (14現場)

阪神高速道路 (7現場)

水資源機構 (7現場)

都市再生機構 (13現場)

JRTT (102現場)

日本下水道事業団 (41現場)

高速道路会社／機構・事業団

・東北地方整備局と日本下水道事業団は４週４閉所以下の割合が高い。東北地方整備局、水資源機構、JRTT、日本下水道事業団では、
４週５閉所以下が50％を超えている。
・四国地方整備局、阪神高速道路、都市再生機構では４週４閉所以下の現場が１つもない。

Ｂ）現場閉所日数実績（週休二日の取り組み別） Ｃ）現場閉所日数実績（工期開始年度別）

・週休二日工事であるほど実績として４週８閉所以上を達成している。 ・年度を追うごとに４週８閉所以上の現場が増えている。

・その一方で、４週４閉所以下の現場はあまり減っていない。

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月）
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施工パーティー数の増加, 59%

プレキャストの採用（サイト・ハーフ含む）, 25%

施工機械の大型化（性能強化を含む）, 25%

新技術の採用, 13%

その他, 20%

全体 (622現場)

２．（２）週休二日の実現
②閉所困難工事での対応

Ｄ）閉所日数を増やすために現場で実施した対策（施工急速化策） Ｆ）施工加速化策についての発注者との協議状況

27%

27%

80%

77%

41%

57%

73%

64%

17%

19%

59%

41%

9%

2%

4%

2%

国（道路･河川） (26現場)

国（港湾･空港） (11現場)

高速道路会社 (46現場)

機構･事業団 (26現場)

地方自治体 (34現場)

全体 (143現場)

発注者協議で設計変更対象 発注者協議で施工承諾

発注者との協議をしていない

9%

17%

50%

6%

8%

16%

32%

52%

25%

44%

48%

39%

59%

30%

25%

50%

44%

45%

国（道路･河川） (44現場)

国（港湾･空港） (23現場)

高速道路会社 (20現場)

機構･事業団 (16現場)

地方自治体 (25現場)

全体 (128現場)

16%

33%

72%

7%

31%

68%

33%

11%

75%

73%

50%

16%

33%

17%

25%

20%

19%

国（道路･河川） (19現場)

国（港湾･空港） (6現場)

高速道路会社 (18現場)

機構･事業団 (4現場)

地方自治体 (15現場)

全体 (62現場)

12%

10%

28%

12%

5%

13%

18%

13%

14%

21%

19%

17%

70%

78%

58%

67%

76%

70%

国（道路･河川） (67現場)

国（港湾･空港） (40現場)

高速道路会社 (65現場)

機構･事業団 (52現場)

地方自治体 (98現場)

全体 (322現場)

①プレキャスト導入

②施工機械の大型化

③新技術の導入

④施工パーティー数の増加

・国はプレキャストの設計変更に消極的

・高速道路会社は施工機械大型化の設計変更に積極的

・高速道路会社は新技術導入の設計変更に積極的

・施工パーティー数の増加は協議されにくい

・施工パーティー数の増加による工期短縮が多い

Ｅ）施工急速化策導入による工期短縮効果

0% 0% 0% 0%

90%

50%

75%

94%

49%

20%

33%
29%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

プ
レ
キ
ャ
ス
ト
の
採
用
（
サ
イ
ト
・

ハ
ー
フ
含
む
）(7

0

現
場)

施
工
機
械
の
大
型
化
（
性
能
強
化
を
含

む
）(5

8

現
場)

新
技
術
の
採
用(2

4

現
場)

施
工
パ
ー
テ
ィ
ー
数
の
増
加(3

3
0

現

場)

工
期
短
縮
比

最小値

最大値

平均値

・プレキャスト導入は平均49%の工期短縮が図られる。
・施工パーティー数の増加は平均29%の工期短縮に留まる。

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 72



２．（２）週休二日の実現
②閉所困難工事での対応

Ｈ） 週休２日交替制工事における補正

Ｇ）国土交通省直轄工事における週休２日交替制モデル工事の取組方針（案）

（国交省資料より）

（国交省資料より）

・週休２日交替制モデル工事の対象を段階的に拡大する方針

・令和３年度より現場管理費の補正係数を設定

○ 交替制モデル工事における週休2日の実現に向けた
環境整備として、労務費の補正の他、新たに現場
管理費の補正係数を設定

73



・交替制導入によって交替要員募集による協力業者労務費上昇や現場管理
負担増による元請職員給与が追加費用として発生する可能性がある。
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（百万円）

69%

38%

63%

17%

22%

67%

34%

49%

32%

58%

12%

12%

55%

24%

現場代理人（監理技術者と兼務

している場合） (390現場)

現場代理人（監理技術者と兼務

していない場合） (658現場)

監理技術者 (658現場)

元請の主任技術者 (1117現場)

元請のその他技術者 (1117現場)

職長または下請の主任技術者

(1117現場)

技能者 (1117現場)

交替要員の確保が難しい

既存メンバーの中に
交替要員がいない

２．（２）週休二日の実現
②閉所困難工事での対応

Ｉ）交替要員の確保が難しい職種 Ｊ）交替要員の確保が難しい理由

人材不足のため、代替する人材がいない, 71%

人材はいるが、経験不足であり代替することができない, 25%

人材はいるが、別の工事を担当しており当該工事の担当を兼務できない, 21%

人材不足のため、代替する人材を別に確保したいが、労務費が不足する, 17%

人材不足のため、代替する人材を別に確保したいが、手間がかかる, 6%

特に理由はないが、別の者で代替することは考えていない, 4%

人材はいるが、過去に交替制を採用したことがないので、不安である, 2%

その他, 7%

全体 (1073現場)

・現場の職長または下請の主任技術者は、67%の現場で交替制に
よる週休２日の取得が難しいと考えられている。また、55%の現場
で既存メンバーの中で交替要員を見つけることが難しい状況。

・交替要員の確保が難しいと考える最大の理由は、人材不足のために代替する
人材がいないことにある。その他の理由として、経験不足や労務費不足、別の
工事を担当していることなどが挙げられている。

Ｋ）交替制導入によって発生する追加費用

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 74



２．（3）技術者要件の緩和
①若手・女性技術者の登用

＜土木技術者の年齢構成：現状と課題＞

● 若手技術者が技術者全体に占める割合は依然として低い状態が継続している。

● このまま技術者の高齢化・固定化が進めば、若手技術者の育成・キャリアパスの形成に大きな影響を及ぼすとともに、技術の伝承が懸念される。

【土木技術者の年齢構成】 2012年度、2019年度、2020年度の比較

※構成割合で表示（調査対象：H24年度は19社、H29年度は43社、R2年度は43社）

✦2012年→2020年で、31～45歳の割合は、2分の1以下に減！

41％→19％

✦次世代を担う若手技術者の相対人数が減少し、
監理技術者への登用も進んでいない。

2020年の31～40歳層は、全体の11％

女性土木技術者の外勤率は、女性の労働力率（M字カーブ）と比べると

30代後半以降、外勤率が回復していない。

また、女性35～49歳の人口は、2020年からの10年間で約7割に減少。

相対数が減るため、若手の登用率、外勤率ともにアップさせることが必要となる。

＜参考：女性49歳＞

2020年:1,262万人 → 2030年:923万人（－339万人）
（厚生労働省国立社会保障・人口問題研究所による2020年の日本の性別年齢階層別人口データ)

参考：内閣府男女共同参画局「男女共同参画白書平成25年版」

【女性の年齢階級別労働力率の推移】

【女性土木技術者の外勤率 2020年】
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現場配置監理技術者 外勤者（監理技術者以外） 内勤者

288人

133人

79人

47人
50人 48人

10人 4人

326人

※実績のある監理技術者が極端に少なくなり、
※実績主義のなかで公平な競争環境を保つことが困難になる。

★実績保有技術者を増やすため、専任補助者制度の活用が必要である。

2020年

2030年

71％

22％

↑56歳以上が4割以上を占め、高齢化が進む

3,053 3,177

現場配置者数が、

10年で半数以下に減少（－1,028人）

1,951人

923人

配置率35%で
1,896人へ

＜10年後（2030年）の技術者数シュミレーション＞ ※2020年の「現場配置されている監理技術者・外勤者・内勤者」の割合を基に、10年後の技術者数を予測

※20代の技術者は、2020年と同数入職したと仮定

※女性監理技術者は、現状10％未満

★女性の実績保有技術者を増やしていく必要がある。

R2年度 土木技術者の年齢構成に関する調査 【調査対象：日建連会委員企業43社】

次世代を担う若手監理技
術者数は極端に少ない

48％

15％

15％22％ 6％ 12％ 15％ 11％ 8％

２．（3）技術者要件の緩和
①若手・女性技術者の登用

(外勤率)

※仮に、2020年の31～45歳の配置率を約２倍（10～17％⇒3５％）に引き上げ、

配置割合を保持した場合、技術者不足は－55人（3％減）に緩和される。

2％ 10％ 15％ 17％ 20％ 15％(現場配置監理技術者率) 11％ 8％ ※2020年の割合を維持
↓
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＜専任補助（指導）者制度の地整別比較＞

～専任補助者制度が、今後さらに積極的に活用される条件～

✦ 制度活用によるインセンティブの付与（段階選抜時ではなく、契約締結後の選択が可能となる工事成績点や経費率の向上等）

✦ 専任補助者の専任要件の緩和（工事期間の1/2を専任期間、複数工事の兼務可等）

専任補助者制度で取得した監理技術者の実績を

もとに、次の同種工事の配置予定技術者として

活躍することができる。

参加要件
・同工事の実績

（工事内容を緩和）

・同種工事の実績

総合評価時 評価しない
・同種工事の実績

・工事成績点

工事完了時
監理技術者としての

実績・成績等を付与

担当技術者としての

実績・成績等を付与

若手監理

技術者

専任

補助者

＋

＜専任補助者制度＞

※専任補助者の実績・成績を代わりに評価

＜若手監理技術者の登用における問題点と対策＞

● 特に公共工事では、入札段階における配置予定技術者の実績評価や、監理技術者の工事途中での交代が認められにくいこと等の理由から、

若手技術者が監理技術者に配置される機会が少ない。

監理技術者の不足や技術の伝承に支障が生じないよう、若手技術者の配置を促し若年齢から活躍できる機会を与える制度的な手当てが必要である。

★ 専任補助者制度は、若手技術者の配置促進に有効であり、技術の伝承にもつながる。

＊特に東北地整や四国地整の同制度は、受注者として取組みやすい条件が整備されている。

監理技術者（若手技術者）の同種工事の実績要件が大幅に緩和、契約後に制度の利用を選択できるため、現場配員に自由度がある。

＊四国地整においても同様の取組みが2019年度から始まっている。）

専任補助者制度の活用について

２．（3）技術者要件の緩和
①若手・女性技術者の登用
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総合評価落札方式におけるワーク・ライフ・バランス評価項目 国（道路・河川）

対象工事 評価項目 以下のいずれかの認定を受けていること 配点

一般土木WTO
段階選抜方式

・女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし・プラチナえるぼし）
・次世代法に基づく認定（くるみん・プラチナくるみん）
・若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール）

1点

えるぼし、くるみん認定企業（日建連会員）

えるぼし 15社
（2021年3月末時点）

淺沼組 奥村組 オリエンタル白石 北野建設 熊谷組 清水建設 錢高組 竹中土木 東亜建設工業 東洋建設 戸田建設 ナカノフドー建設
日本国土開発 前田建設工業 松井建設

くるみん 18社
（2021年3月末時点）

青木あすなろ建設 安藤・間 鹿島建設 熊谷組 鴻池組 ショーボンド建設 大成建設 大日本土木 竹中工務店 ＴＳＵＣＨＩＹＡ 本間組 前田建設工業
名工建設 森組 矢作建設工業 吉川建設 りんかい日産建設 若築建設

えるぼし認定基準

評価項目 基準抜粋

採用
男女別の採用における競争倍率（応募者数／採用者数）が同程度
又は 正社員に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値以上

継続就業

「女性労働者の平均継続勤務年数」÷「男性労働者の平均継続勤務年数」が雇用
管理区分ごとに7割以上
又は 「女性労働者の継続雇用割合」÷「男性労働者の継続雇用割合」が雇用管
理区分ごとに８割以上

労働時間等の働き方
雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の合計時
間数の平均が 、直近の事業年度の各月ごとに全て 45 時間未満

管理職比率
直近の事業年度において 、 管理職に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均
値以上

多様なキャリアコース

直近の３事業年度に､大企業については２項目以上、非正社員がいる場合は必ず
Aを含むこと、中小企業については１項目以上の実績を有すること。
A 女性の非正社員から正社員への転換
B 女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分間の転換
C 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用
D おおむね 30 歳以上の女性の正社員としての採用

くるみん認定基準

※満たす基準を「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表する必要あり。
満たさない基準については 、 事業主行動計画策定指針に定められた取組の中から当該基準に関連するものを実施
し 、 その取組の実施状況について 「女性の活躍推進企業データベース」に公表するとともに、２年以上連続してそ
の実績が改善している必要あり 。

えるぼし（1段階）：以下の1つ又は2つの基準を満たす
えるぼし（2段階）：以下の3つ又は4つの基準を満たす ※
えるぼし（3段階）：以下の5つの基準を満たす

1 雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な行動計画を策定したこと。

2 行動計画の計画期間が、２年以上５年以下であること。

3 策定した行動計画を実施し、計画に定めた目標を達成したこと。

4 策定・変更した行動計画について、公表および労働者への周知を適切に行っていること。

5

計画期間において、男性労働者のうち育児休業等を取得した者の割合が７％以上であること。
又は 計画期間において、男性労働者のうち、育児休業等を取得した者および企業独自の育児を目
的とした休暇制度を利用した者の割合が、合わせて１５％以上であり、かつ、育児休業等を取得した
者が１人以上いること。

6 計画期間において、女性労働者の育児休業等取得率が、7５％以上であること。

7

３歳から小学校就学前の子どもを育てる労働者について、「育児休業に関する制度、所定外労働の
制限に関する制度、所定労働時間の短縮措置または始業時刻変更等の措置に準ずる制度」を講じ
ていること。

8

計画期間の終了日の属する事業年度において次の（１）と（２）のいずれも満たしていること。
（１）フルタイムの労働者等の法定時間外・法定休日労働時間の平均が各月４５時間未満であること。
（２）月平均の法定時間外労働６０時間以上の労働者がいないこと。

9

次の①～③のいずれかの措置について、成果に関する具体的な目標を定めて実施していること。
①所定外労働の削減のための措置
②年次有給休暇の取得の促進のための措置
③短時間正社員制度、在宅勤務、テレワークその他働き方の見直しに資する多様な労働条件の整
備のための措置

10 法および法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。

以下10項目の基準を満たすこと

２．（3）技術者要件の緩和
①若手・女性技術者の登用
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3.
〇社会資本整備の重要性

日建連 宮本副会長・土木本部長

東経連 阿部副会長

https://www.nikkenren.com/doboku/
capitalsociety/symposium.html

足立インフラ再生研究会代表

今村教授

五道国土強靭化推進室長

⚫ 気候変動の影響により激甚化・頻発化している気象災害や切迫する巨大地震から国民の生命・財産を守るため、防災・減災、
国土強靱化やインフラ老朽化対策が重要である。

⚫ 国民の安全・安心に寄与するストック効果の高い社会資本を、「国土強靭化5ケ年加速化対策」に沿って中長期的な視点に
立って、戦略的、計画的な整備が不可欠である。

⚫ 上記の観点から、社会資本整備が果たす役割とともに、防災減災対策と本格的強靭化策の必要性について、幅広く共通認識
の醸成を図ることを目的に、経済団体と共催で「社会資本整備の重要性に関するシンポジウム」を実施。
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14%

23%

16%

43%

50%

5%

2%

67%

59%

64%

71%

29%

43%

33%

55%

59%

17%

14%

17%

29%

29%

43%

8%

31%

20%

2%

3%

3%

14%

8%

9%

18%

東日本高速道路 (42現場)

中日本高速道路 (64現場)

西日本高速道路 (69現場)

首都高速道路 (14現場)

阪神高速道路 (7現場)

水資源機構 (7現場)

都市再生機構 (12現場)

JRTT (93現場)

日本下水道事業団 (44現場)

高速道路会社／機構・事業団

Ｂ） 設計変更工事の着手時における発注者の指示方法

・北海道開発局、阪神高速道路、日本下水道事業団は
口頭指示による変更工事着手が約2割も残されている。

設計変更, 85%

工事一部一時中止, 31%

設計照査, 31%

工事一時中止, 27%

条件明示事項協議, 24%

工期短縮, 16%

ガイドラインが機能していな

いと思う現場 (319現場)

＜設計変更ガイドラインが機能していないと感じる場面＞

設計変更時にガイドラインが
機能していないと感じている。

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 80



3%

4%

7%

14%

80%

17%

20%

30%

10%

8%

2%

7%

71%

67%

60%

48%

10%

3%

2%

86%

94%

83%

14%

20%

17%

20%

22%

79%

東日本高速道路 (36現場)

中日本高速道路 (53現場)

西日本高速道路 (54現場)

首都高速道路 (14現場)

阪神高速道路 (5現場)

水資源機構 (6現場)

都市再生機構 (10現場)

JRTT (91現場)

日本下水道事業団 (29現場)

高速道路会社／機構・事業団

25%

41%

32%

29%

74%

58%

67%

71%

19%

25%

36%

36%

50%

23%

35%

20%

29%

15%

60%

8%

3%

50%

15%

32%

21%

2%

3%

13%

67%

40%

北海道開発局 (8現場)

東北地方整備局 (39現場)

関東地方整備局 (47現場)

北陸地方整備局 (14現場)

中部地方整備局 (43現場)

近畿地方整備局 (31現場)

中国地方整備局 (15現場)

四国地方整備局 (14現場)

九州地方整備局 (27現場)

沖縄総合事務局 (5現場)

国（道路・河川）

46%

55%

9%

24%

30%

32%

31%

13%

11%

42%

25%

25%

2%

3%

1%

2%

2%

21%

29%

79%

34%

43%

41%

国（道路･河川） (244現場)

国（港湾･空港） (120現場)

高速道路会社 (170現場)

機構･事業団 (136現場)

地方自治体 (322現場)

全体 (992現場)

記載あり(全ての費用)

記載あり(一部の費用)

記載なし(理由を明記)

記載なし（理由不明）

３．（１）品確法の的確な運用
①適切な契約変更

Ｃ） 設計変更に伴う指示書への概算金額の記載

・北海道開発局、九州地方整備局、NEXCO、日本下水道事業団の多くの現場で、概算金額が記載されず、記載できない理由も明らかにされていない。

全ての費用を支払い

3%

一部費用のみ支払い

18%

発注者が行った

44%

発注者の指示に基づき

受注者が行った

56%

国（道路・河川）

竣工済み

68現場

全ての費用を支払い

2%

一部費用のみ

支払い

9%
発注者が行った

66%

発注者の指示に基づき

受注者が行った

34%

国（港湾・空港）

竣工済み

85現場

一部費用のみ支払い

12%

発注者が行った

45%

発注者の指示に基づき

受注者が行った

55% 高速道路会社

竣工済み

33現場

全ての費用を

支払い

1%

一部費用のみ

支払い

8%

発注者が行った

48%

発注者の指示に基づき

受注者が行った

52% 地方自治体

竣工済み

113現場

全ての費用を

支払い

4%一部費用の

み支払い

13%

発注者が行った

30%

発注者の指示に基づき

受注者が行った

70%

機構・事業団

竣工済み

23現場

Ｄ） 設計変更に必要な発注者内部説明用資料の作成

・国（港湾・空港）以外は受注者が作成している傾向が強い。

出典：円滑な施工の確保に関する調査
（日建連／2020年11月） 81



100%

96%

94%

100%

100%

100%

98%

92%

4%

6%

2%

8%

東日本高速道路 (9現場)

中日本高速道路 (28現場)

西日本高速道路 (18現場)

首都高速道路 (6現場)

阪神高速道路 (4現場)

水資源機構 (0現場)

都市再生機構 (3現場)

JRTT (49現場)

日本下水道事業団 (13現場)

高速道路会社／機構・事業団

（30%を超える設計変更なし）

100%

92%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

83%

100%

8%

17%

北海道開発局 (3現場)

東北地方整備局 (12現場)

関東地方整備局 (19現場)

北陸地方整備局 (5現場)

中部地方整備局 (11現場)

近畿地方整備局 (9現場)

中国地方整備局 (5現場)

四国地方整備局 (1現場)

九州地方整備局 (6現場)

沖縄総合事務局 (1現場)

国（道路・河川）

97%

100%

97%

97%

95%

97%

3%

3%

3%

5%

3%

国（道路･河川） (72現場)

国（港湾･空港） (30現場)

高速道路会社 (65現場)

機構･事業団 (65現場)

地方自治体 (75現場)

全体 (307現場)

変更が認められた

変更が認められなかった

３．（１）品確法の的確な運用
①適切な契約変更

Ｅ） 当初請負金額の30%を超える設計変更

・東北地方整備局、九州地方整備局、中日本高速道路、西日本高速道路、JRTT、日本下水道事業団で、30%制限を根拠に当初請負金額の30%を超える
設計変更を認めなかった現場が存在する。

Ｆ） 当初請負金額の50%を超える設計変更

91%

100%

88%

100%

97%

94%

9%

12%

3%

6%

国（道路･河川） (33現場)

国（港湾･空港） (16現場)

高速道路会社 (50現場)

機構･事業団 (37現場)

地方自治体 (37現場)

全体 (173現場)

変更が認められた

変更が認められなかった

100%

80%

89%

100%

100%

67%

100%

100%

100%

20%

11%

33%

北海道開発局 (2現場)

東北地方整備局 (5現場)

関東地方整備局 (9現場)

北陸地方整備局 (2現場)

中部地方整備局 (6現場)

近畿地方整備局 (3現場)

中国地方整備局 (2現場)

四国地方整備局 (2現場)

九州地方整備局 (2現場)

沖縄総合事務局 (0現場)

国（道路・河川）

50%

100%

92%

100%

100%

100%

100%

100%

50%

8%

東日本高速道路 (10現場)

中日本高速道路 (19現場)

西日本高速道路 (12現場)

首都高速道路 (5現場)

阪神高速道路 (4現場)

水資源機構 (0現場)

都市再生機構 (3現場)

JRTT (31現場)

日本下水道事業団 (3現場)

高速道路会社／機構・事業団

・東北地方整備局、関東地方整備局、近畿地方整備局、東日本高速道路、西日本高速道路で、50%制限を根拠に当初請負金額の50%を超える
設計変更を認めなかった現場が存在する。

（50%を超える設計変更なし）

（50%を超える設計変更なし）

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 82



費用が支払われなかった

9%

規定範囲を超える照査を行った

13%

規定範囲を超える照査なし

87%

国（道路・河川）

266現場

３．（１）品確法の的確な運用
①適切な契約変更

Ｇ） 設計照査の範囲を超える検討

・高速道路会社と地方自治体で設計変更ガイドライン等に規定された設計照査の範囲を超える検討を行った現場が多く確認されている。
・それらの現場の大半は規定範囲を超える照査の費用が支払われていない。

費用が支払われなかった

5%

規定範囲を超える照査を行った

7%

規定範囲を超える照査なし

93%

国（港湾・空港）

150現場

費用が支払われなかった

18%

規定範囲を超える照査を行った

24%

規定範囲を超える照査なし

76%

高速道路会社

188現場

費用が支払われなかった

10%

規定範囲を超える照査を行った

16%

規定範囲を超える照査なし

84%

機構・事業団

139現場

費用が支払われなかった

15%

規定範囲を超える照査を行った

19%

規定範囲を超える照査なし

81%

地方自治体

337現場

出典：円滑な施工の確保に関する調査（日建連／2020年11月） 83



0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

日建連会員官公庁工事受注額（2012年度～）の推移
※調査対象：日建連会員企業95社 新規・変更契約金額を集計

3兆1,472億円

4兆1,240億円

5兆894億円

4兆3,619億円

（億円）

4兆4,191億円

3兆5,642億円

3兆8,050億円

4兆1,210億円

4兆5,668億円

防災･減災､国土強靱化のための
３か年緊急対策

３．（２）計画的な早期執行
②発注規模の適正化
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３．（２）計画的な早期執行
②発注規模の適正化

令和3年度発注予定 2021年5月10現在

河川道路関係
（全体）

河川道路関係
（6.9億円以上）

令和2年度 令和3年度 令和2年度 令和3年度

北海道 613 562 1 3

東北 699 459 11 11

関東 673 708 28 40

北陸 632 504 2 3

中部 700 614 26 43

近畿 593 452 18 22

中国 415 386 9 8

四国 355 235 3 5

九州 667 538 10 10

合計 5,547 4,455 108 140

公表資料を基に日建連で整理
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３．（２）計画的な早期執行
②発注規模の適正化

（国土交通省資料より） 86
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入札稼働件数（公告から入札までの件数）

公告件数 入札件数 稼働件数 国交省全体

３．（２）計画的な早期執行
③入札手続きの合理化

• 左下図のように、2020年度においても発注時期の平準化は進んでいない状況にある。
• 限りある人材の有効活用のため、発注時期の平準化を引き続き検討していただきたい。（右下図シミュレーション参照）

工事発注の平準化に関する検討

【シミュレーション内容】
「年度明けからの発注事務手続き開始」や「年度内の契約を目指した発注」等を考慮した上で、
公告件数の多い7～10月の案件について、以下の振り分けを実施。
■7・8月公告案件→半数程度を4～6月に振り分け（発注事務手続きの前倒しにより公告時期の分散をお願いしたい）
■9・10月公告案件→半数程度を11～12月に振り分け（契約を年度内に締結できる範囲で公告時期の分散をお願いしたい）

※2019年4月1日～2020年3月31日に公告された国交省の一般土木WTO工事を調査（日建連事務局調べ）
※一括審査方式は１件として計上
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➢ 現状の質問回答から提出期限までの期間（3日間）では、質
問回答内容によって生じる、技術提案内容の大幅変更や入札
額変更に伴う、関係部署や協力会社との連絡・調整に期間が
不足するため、6営業日程度の期間確保をお願いしたい。

➢ また、技術提案等の提出期限が休日明けの場合、休日出勤に
よる長時間労働の要因となるため、ウィークリースタンスの
導入をお願いしたい。

➢ 質問回答から提出期限までの期間とウィークリースタンスの
折衷案として、以下のガイドライン改正案を提案する。

【期間確保とウィークリースタンス折衷案（右図参照）】
⚫ 技術提案時、入札時の質問回答から提出期限までの期間は原則

6営業日とする。
※右図の「競争参加資格確認申請書」提出期限ついても、
質問回答からの期間を示していただきたい。

⚫ 6営業日を確保した提出期限が月曜日または祝祭日明けの場合
は、5営業日目を提出期限とする。

⚫ 但し、5営業日目も月曜日または祝祭日明けの場合は、6営業日
のままとする。

なお、公告～入札の全期間については、配置技術者の有効活用の
観点から、長くなりすぎることがないよう、ご配慮いただきたい。

公告から入札の全期間については、配
置技術者の有効活用の観点から、長く
なりすぎることがないよう、ご配慮いただ
きたい

質問書の提出期限

質問書に対する回答期限

原則6営業日（※）

原則6営業日（※）

（※）6営業日を確保した提出期限が月曜日ま
たは祝祭日明けの場合は、5営業日目を
提出期限とする。
但し、5営業日目も月曜日または祝祭日明
けの場合は、6営業日のままとする

期間をお示し
いただきたい

３．（２）計画的な早期執行
③入札手続きの合理化

出典：国土交通省「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」（2016年4月改正）

質問回答から提出期限までの期間確保、ウィークリースタンスの導入
「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」改正案
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３．（２）計画的な早期執行
③入札手続きの合理化

• 多くの地方整備局では、公告後の設計成果品開示について、PDFによる電子開示が実施されている。
• しかし、その開示方法については、担当事務所への訪問が必要な整備局と不要な整備局に分かれている現状にある。
• 2020年11月から、工事においても運用が開始された関東地整における「電子閲覧」のように、受発注者双方の負担軽減（訪
問、日程調整、閲覧会場準備等が不要）に繋がる電子開示方法の実施をお願いしたい。

設計成果品の電子開示

なお、設計成果品がオリジナルデータ（CADデータやExcelデータ）で開示されれば、
・「CADデータを用いた、PDFの平面図では読み取ることのできない寸法等の抽出→より詳細な施工計画（特に仮設計画）の立案」
・「CADデータを用いた、数量計算書で一式表示になっている箇所の数量確認→より詳細な原価算出」
・「Excelデータを用いた、数量計算書のコピー＆ペースト→効率的な積算」 等々
の有効活用が可能となるため、今後の課題として、是非ご検討いただきたい。

各地方整備局の公告後の設計成果品開示方法（日建連調べ）

発注者 訪問不要 公告後の設計成果品開示方法 発注者 訪問不要 公告後の設計成果品開示方法

北海道 ×
担当事務所にFAXで依頼、データをCDにて送付して
もらう

東北 ×

情報公開制度による開示請求後、紙またはCDでの
開示
ただし、担当事務所にて紙媒体による閲覧が可能な
場合あり

関東 ○
閲覧申込書を局にメールで送付、公開されるHPのパ
スワードをメールで受領し、ダウンロード可能

北陸 ○
閲覧申込書を局にメールで送付、HPアドレス・パス
ワードが記載された「設計業務成果等閲覧通知書」
をFAXで受領し、ダウンロード可能

中部 ×
担当事務所に、①PCを持参しコピー、②依頼しCDを
郵送で受領、③出向いてCDを受領のいずれか

近畿 ○
局に申請し、通知されたID・パスワードによりダウン
ロード可能

中国 ○
公告時の設計図書と一緒に「工事関連データ」として
電子入札システムよりダウンロード可能

四国 ○
工事関連データ申込書をメールで局に送付、データ
の保存場所、パスワードをFAXにて受領し、HP上か
らダウンロード可能

九州 ×
情報公開制度による開示請求後、紙またはCDでの
開示

沖縄 ×
情報公開制度による開示請求後、紙またはCDでの
開示

凡例 ○：訪問不要 ×：訪問必要
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• 各地方整備局において入札説明書等に複数技術の提案は認めない旨の記載がされているが、中には但し書き等で複数技術提案
の是非が曖昧となっている地方整備局もある。

• 評価において複数の提案を組み合せて効果を発揮する技術提案が容認、評価され、複数提案により高い技術点を獲得できる事
例があるため、各社は複数技術提案をせざるを得ず、結果として過度なコストアップに繋がってしまっている。

• 技術提案の負担軽減や過度なコスト負担の軽減のため、複数技術提案に対する厳格な評価を行っていただきたい。

複数技術提案の厳格化

複数技術提案についての記載例（入札説明書等から抜粋）

北海道
複数の提案を行った場合は、項目毎に先頭に記載している提案
のみを評価するものとし、その他は評価対象としない。 東北

１つの記述欄に付番や箇条書き等により複数記述した場合は、複
数記述した記述欄を評価しないことがある。

関東 下記参照 北陸
「なお、一体もしくは一連で実施することにより提案の効果を発揮す
る場合は、この限りではない。」

中部
１つの提案項目に複数の提案があった場合は、一番低いと判断さ
れる提案で評価する。 近畿

ただし、当該技術の効果確認を目的として他の技術を組み合わせ
た提案をする場合は、この限りではない。

中国
他の技術を組み合わせる場合は、一体的提案として扱い、当該提
案を評価対象とする。ただし、複数提案と判断した場合は、当該
提案について評価しない又は評価を下げることがある。

四国
数多くの工法や対策等を記載したものを優位に評価するものでは
ない

九州

二つ以上の提案を記載していると判断した場合は、低い方の提案
に基づき評価する。一つの提案で複数の効果があり、それを二つ
以上に分けて「提案内容」の欄に記載していると判断した場合は、
一つの「提案内容」として評価する。

沖縄
１つの項目に対し１つの提案内容を記載するものとし、１つの項目
の中に複数の提案内容を記載した場合はその項目は評価しない。

複数技術提案が厳格化されている事例（下記）に対し、当該記述に反した場合、相応の技術点となっていることから、
各社複数技術提案をする必要がなく、過度なコストアップを防ぐことができている。

「１つの提案項目は１つの着目対象（○○対策、等）に限って設定すること。複数の着目対象に対する提案技術を１つの項目に記
載した場合には、当該提案項目を加点評価対象としない。①１つの提案項目に対する具体的な施工計画は、工事の特性及び現場条
件等を考慮のうえ、提案項目とした着目対象に関して効果を発現させるための"実施方法"を１つ記載すること。②実施方法を効率
的、効果的に行うための"付帯技術"を１つ記載できるものとする。」 （関東地整）

複数技術提案について厳格な記載例（入札説明書から抜粋）
（令和2年度時点の記載）
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• オーバースペックについての考え方は各地方整備局毎で異なっていると考えられ、各地方整備局において明確な考え方が明示
されていない事例もある。

• 各社、オーバースペックについての定義が曖昧なまま技術提案を行っている現状があり、各地方整備局毎あるいは国土交通省
統一のオーバースペックに対する考え方を示していただきたい。

• また、オーバースペックの事例として、国総研「総合評価方式における技術提案のオーバースペック事例集（2011.3）」を
参考とする記載のある地方整備局があるが、同事例集は作成から相当の年月が経過しており、また「入札説明書を参照するこ
と。」との但し書きがあり、個別の案件におけるオーバースペック項目が明確となっていない。同事例集を参考としている地
方整備局においても、オーバースペックに対する考え方を示していただきたい。

オーバースペックの考え方の明示

過度なコスト負担を要する提案は、優れた提案であっても、過度なコスト負担を要しない提案より優位な評価としない。
過度なコスト負担の考え方
① 必要以上の対策を講じる提案（過剰な設備投資、要員増）、② 効果の程度及びその範囲が適当でない提案など（管理基準の厳
格化、要求水準に対して過剰な材料・配合及び工法）、③ その他（提案に要する費用が著しく高価なもの） （関東地整）

北海道
技術提案において過度なコスト負担を要する提案がなされた場合
には、加算対象としない。（事例を明示） 東北

過度にコスト負担を要する技術提案がなされた場合においては、過
度にコスト負担を要しない技術提案よりもより優位な評価はしない。

関東 下記参照 北陸
過度にコスト負担を要する提案がなされた場合においては、より優
位な評価はしない。

中部
評価項目設定理由に対する効果の度合いに対し、過度のコスト負
担を要すると認められるもの。 近畿 入札説明書別紙にて、細かく評価対象外内容を記載

中国
過度なコスト負担を要する技術提案判断した場合は「より優位な
評価はしない」又は「評価しない」場合がある。（事例を公開） 四国

国総研「総合評価方式における技術提案のオーバースペック事例
集（2011.3）」を参考

九州
国総研「総合評価方式における技術提案のオーバースペック事例
集（2011.3）」を参考 沖縄

国総研「総合評価方式における技術提案のオーバースペック事例
集（2011.3）」を参考

オーバースペックについての記載例（入札説明書等から抜粋）

オーバースペックについて明確な記載（入札説明書から抜粋）

（令和2年度時点の記載）

91



25件

10件

22件

35件

68件

57件

49件

42件

93件

67件

71件

77件

0 20 40 60 80 100

2017年度

2018年度

2019年度

2020年度

【一括審査実施率】

【42%】

【31%】

【15%】

【27%】

３．（２）計画的な早期執行
③入札手続きの合理化

⚫ 一括審査方式は、参加資格要件等を共通化できる複数工事について、競争参加申込者からの技術資料提出を１つとして、一括
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いただきたい。
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2017 年度以降の直轄工事一般土木WTO における一括審査実施状況（日建連事務局調べ） ※黄色は工事場所が複数都県に及ぶのもの

年度 No. 地整 工事名 公告日 工事場所 年度 No. 地整 工事名 公告日 工事場所

北海道縦貫自動車道　七飯町　大沼トンネル避難坑西大

沼工区工事

一般国道５号　仁木町外　新稲穂トンネルＲ側仁木工区

工事
北海道余市郡仁木町

北海道縦貫自動車道　七飯町　大沼トンネル避難坑峠下

工区工事

一般国道５号　共和町　新稲穂トンネルＲ側共和工区工

事
北海道岩内郡共和町

東北中央自動車道所沢地区道路改良工事 三遠南信小嵐トンネル本坑工事

東北中央自動車道下小国地区道路改良工事 三遠南信池島トンネル本坑工事

国道45号鹿糠地区道路改良工事 大野油坂道路和泉トンネル貝皿地区工事

国道45号宿戸八木地区道路改良工事 大野油坂道路大谷トンネル箱ヶ瀬工区工事

国道45号洋野南ＩＣ地区道路改良工事 すさみ串本道路二色トンネル工事

国道45号坂ノ下地区道路改良工事 すさみ串本道路雨嶋トンネル工事

猪谷楡原道路　片掛橋下部その２工事 大野油坂道路上半原トンネル工事

猪谷楡原道路　片掛橋下部その３工事 大野油坂道路東市布トンネル工事

横浜湘南道路栄ＩＣ・ＪＣＴ下

部(その１)工事
神奈川県横浜市栄区

横浜湘南道路小雀高架橋下部(その４)工事
神奈川県横浜市戸塚

区

平成29 年度 設楽ダム瀬戸設楽線５号橋右岸下部工事

平成29 年度 設楽ダム瀬戸設楽線５号橋左岸下部工事

平成30年度 302号鳴海共同溝内部構築工事
愛知県名古屋市天白

区

平成30年度 302号緑地共同溝内部構築工事 愛知県名古屋市緑区

大野油坂道路荒島第２トンネル西勝原地区工事

大野油坂道路荒島第２トンネル下山地区工事

大野油坂道路新長野トンネル工事

木原道路内畠トンネル工事 広島県三原市木原町

三隅・益田道路土田トンネル工事 島根県益田市土田町

平成29—31年度　新町川橋下部（その１）工事

平成29—31年度　新町川橋下部（その２）工事

熊本５７号　滝室坂トンネル西新設（一期）工事

熊本５７号　滝室坂トンネル東新設（一期）工事

5 近畿 2019年3月19日 福井県大野市

4 近畿 2018年10月2日
和歌山県東牟婁郡串

本町

3 近畿 2018年7月31日 福井県大野市

2018年度

1 北海道 2018年9月10日

2 中部 2018年4月3日 長野県飯田市

12 九州 2017年10月30日 熊本県阿蘇市

10 中国 2017年9月19日

11 四国 2017年10月27日 徳島県徳島市

9 近畿 2017年10月17日 福井県福井県大野市

8 中部 2018年3月20日

6 関東 2017年10月6日

7 中部 2017年11月14日
愛知県北設楽郡設楽

町

5 北陸 2017年5月26日 富山県富山市

4 東北 2017年10月6日 岩手県九戸郡洋野町

2 東北 2017年6月6日 福島県伊達市

2017年度

1 北海道 2017年8月4日 北海道亀田郡七飯町

3 東北 2017年8月10日 岩手県九戸郡洋野町
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2017 年度以降の直轄工事一般土木WTO における一括審査実施状況（日建連事務局調べ） ※黄色は工事場所が複数都県に及ぶのもの

年度 No. 地整 工事名 公告日 工事場所 年度 No. 地整 工事名 公告日 工事場所

Ｒ２圏央道利根川橋下部その１工事 茨城県猿島郡五霞町 Ｒ１那珂川右岸小川下流地先低水護岸災害復旧工事

Ｒ２圏央道利根川橋下部その２工事 茨城県猿島郡境町 Ｒ１那珂川右岸小川上流地先低水護岸災害復旧工事

Ｒ２圏央道鬼怒川橋下部工事 茨城県常総市花島町 Ｒ２荒川中堤北葛西二丁目地区護岸改築工事 2020年7月16日
東京都江戸川区北葛西二

丁目地先

Ｒ２圏央道小貝川橋下部工事 茨城県常総市上蛇町 Ｒ２荒川中堤松島二丁目地区護岸工事 2020年7月16日
東京都江戸川区松島二丁

目地先

平成31年度 三遠道路１号トンネル工事 愛知県新城市 Ｒ２国道５１号神宮橋架替鹿嶋側橋梁下部その２工事 2020年9月15日

平成31年度 河津下田道路河津トンネル小鍋地区工事 静岡県賀茂郡河津町 Ｒ２国道５１号神宮橋架替鹿嶋側橋梁下部その１工事 2020年9月15日

令和元年度 設楽ダム国道 257 号４号橋左岸下部工工事 Ｒ２国道３５７号多摩川トンネル浮島立坑工事 2020年11月27日
神奈川県川崎市川崎区浮

島町地先

令和元年度 設楽ダム国道 257 号４号橋右岸下部工工事 Ｒ２国道３５７号多摩川トンネル羽田立坑工事 2020年11月27日
東京都大田区羽田空港地

先

すさみ串本道路里野トンネル他工事
和歌山県西牟婁郡す

さみ町
 令和２年度　東海環状西深瀬高架橋中下部工事 2020年9月18日

すさみ串本道路田子トンネル他工事
和歌山県東牟婁郡串

本町
令和２年度　東海環状西深瀬高架橋東下部工事 2020年9月18日

すさみ串本道路江住第二トンネル他工事 令和２年度　東海環状岐阜ＩＣ橋梁西下部工事 2020年9月18日 岐阜県岐阜市深坂

すさみ串本道路高富トンネル他工事 令和２年度 三遠道路４号トンネル工事 2020年9月18日
愛知県北設楽郡東栄町三

輪

米原バイパス彦根トンネル工事 滋賀県彦根市 令和２年度 三遠南信 11 号トンネル工事 2020年9月18日
長野県下伊那郡喬木村氏

乗

小松拡幅北小松トンネル工事 滋賀県大津市 令和２年度　駿河海岸藤守離岸堤工事 2020年9月25日 静岡県焼津市藤守地先

大和御所道路東坊城地区（Ｐ４４Ｌ他）下部工事 令和２年度　駿河海岸一色離岸堤災害復旧工事 2020年9月25日 静岡県焼津市一色地先

大和御所道路東坊城地区（Ｐ４８他）下部工事 大和御所道路曽我高架橋（ＰＵ５他） 2020年9月4日 奈良県橿原市曽我町地先

令和元ー４年度　横断道羽ノ浦トンネル工事 徳島県小松島市 大和御所道路東坊城地区（Ｐ５０Ｒ他）下部 2020年9月4日 奈良県橿原市東坊城地先

令和元ー３年度　越知道路新今成トンネル工事 高知県高岡郡越知町 奥瀞道路（３期）３号橋ＡＡ２橋脚他工事 2020年9月11日
和歌山県東牟婁郡串本町

二色地先

令和元ー３年度　窪川佐賀道路熊井トンネル工事 高知県幡多郡黒潮町 すさみ串本道路二色川橋Ｐ３下部他工事 2020年9月11日
和歌山県東牟婁郡北山村

小松地先

令和元ー２年度　津島道路津島南ＩＣランプトンネル工事 愛媛県宇和島市 大和御所道路橿原高田ＩＣランプ橋（ＡＰ２１他）下部 2020年11月10日 奈良県大和高田市出地先

大分２１２号　跡田トンネル（東工区）新設工事 大和御所道路橿原高田ＩＣランプ橋（ＡＰ２６他）下部 2020年11月10日
奈良県大和高田市勝目地

先

大分２１２号　跡田トンネル（西工区）新設工事 大和御所道路橿原高田ＩＣランプ橋（ＡＰ３１他）下部 2020年11月10日 奈良県橿原市新堂町地先

令和２年度玉島笠岡道路西大島トンネル工事 2020年8月17日 岡山県笠岡市西大島地内

令和２年度木与防災木与第３トンネル工事 2020年8月17日
山口県阿武郡阿武町木与

地内

令和２年度笠岡バイパス新神島大橋第１下部工事 2020年10月14日 岡山県笠岡市横島地内

令和２年度笠岡バイパス新神島大橋第２下部工事 2020年10月14日 岡山県笠岡市神島地内

令和２－５年度窪川佐賀道路不破原トンネル工事 2020年9月15日
高知県幡多郡黒潮町小黒

ノ川

令和２－５年度窪川佐賀道路平串トンネル工事 2020年9月15日
高知県高岡郡四万十町平

串

熊本５７号笹原トンネル新設工事 2020年10月12日 熊本県宇土市笹原町

福岡３号城山トンネル新設工事 2020年10月12日
福岡県遠賀郡岡垣町大字

上畑地先

大分２１０号赤岩西地区災害復旧工事 2021年2月4日

大分２１０号赤岩東地区災害復旧工事 2021年2月4日

令和３年度木与防災木与第１トンネル工事 2021年3月24日
山口県阿武郡阿武町宇田

～木与地内

令和３年度鍵掛峠道路トンネル北工事 2021年3月24日 鳥取県日野郡日南町地内

令和３年度鍵掛峠道路トンネル南工事 2021年3月24日
広島県庄原市西城町～鳥

取県日野郡日南町地内

14 九州

15 九州
大分県日田市天瀬町赤岩

地先

12 中国

13 四国

6

10 近畿

11 中国

8 近畿

9 近畿

中部

7 中部

5 中部
岐阜県山県市西深瀬

2 関東

3 関東 茨城県鹿嶋市大船津地先

1 関東 2020年4月16日
栃木県那須郡那珂川町小

川地先

4 関東

6 近畿 2019年7月30日
和歌山県西牟婁郡す

さみ町

11 九州 2019年7月9日 大分県中津市馬渓町

9 四国 2019年9月2日

10 四国 2019年9月24日

4 中部 2019年8月27日
愛知県北設楽郡設楽

町

3 中部 2019年4月23日

2019年度

1 関東 2020年1月8日

2 関東 2020年3月18日

8 近畿 2019年10月15日
奈良県橿原市新堂地

先

7 近畿 2019年8月27日

5 近畿 2019年7月5日

16 中国

2020年度
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３．（２）計画的な早期執行
③入札手続きの合理化

発注者

複数技術者申請
公告関係書類や総合評価実施方針等の記載（抜粋）

＜一括審査方式＞一括審査
以外

一括審査

北海道 ○ ×
受注した企業は、確実な施工を実施する体制の構築が求められるため、配置予定技術者の申請は１名のみとする。（北海
道開発局「総合評価落札方式の考え方について（別冊）」より抜粋）

東北 ○ ×
本説明書において申請できる技術者は１名とする（上記３．で記載した複数の工事に参加を希望する場合でも申請できる
技術者は１名とする。）。２名以上申請した場合は、欠格とする。（入札説明書より抜粋）

関東 ○ ×
申請できる配置予定の主任（監理）技術者は、１名とする（一括審査対象工事に、申請できる配置予定の主任（監理）技術
者は１名のみとする。）。（入札公告より抜粋）

北陸 ○ ×
なお、本工事において申請できる技術者は１名とする。（上記３.で記載した複数の工事に参加する場合でも申請できる技
術者は同一の１名のみとし、２名以上申請した場合は、欠格とする。）（入札説明書より抜粋）

中部 ○ ×
本工事において申請できる技術者は１名とする。（入札公告1．工事概要で記載した複数の工事に参加を希望する場合で
も申請できる技術者は１名のみとし、２名以上申請した場合は、欠格とする。）（入札公告より抜粋）

近畿 ○ ×
本入札公告において申請できる配置予定技術者は、１名とする。上記１の工事概要で記載した複数の工事に参加を希望
する場合でも、配置予定技術者は１名のみとし、２名以上申請した場合は、欠格とする。（入札公告より抜粋）

中国 ○ ×（※）

申請できる配置予定技術者は同一の１名とし、２名以上申請した場合は、競争参加資格がないものとする。（入札公告より
抜粋）
※R1.7より、不調不落対策として、必要に応じて申請できる配置予定技術者を複数名にできる運用拡大を試行中。（但し、
2021年3月現在、WTO工事での試行実績はなし）

四国 ○ ×
一括審査対象工事に申請できる配置予定技術者は１名とし、複数の配置予定技術者を申請した場合は競争参加資格を
認めない。（入札公告より抜粋）

九州 ○ 〇
工事件数に関わらず、配置予定技術者を２名まで申請可能とする。ただし、同一参加者による複数工事の落札は認めな
い。 ※【Ａ】大分２１０号赤岩西地区災害復旧工事 【Ｂ】大分２１０号赤岩東地区災害復旧工事（R3.2.4公告）入札公告より抜粋

沖縄 ○ × －

＜各地方整備局の複数技術者申請の可否＞

一括審査方式における複数技術者申請

⚫ 技術者の拘束待機を軽減するため、一括審査方式においても通常工事と同様に、配置予定技術者の候補者を複数名申請が可能
となるようお願いしたい。
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３．（２）計画的な早期執行
④ＥＣＩ方式の拡大

ECI方式の活用により、工期短縮が図られ効率的な施工が行われた事例

出典：発注者責任懇談会 建設生産・管理システム部会（令和２年度第１回） 96



4.
〇日建連における「脱炭素化」の取り組みについて

１．日建連における環境活動 （概要）

● 建設業の環境自主行動計画(案) 第７版（2021年度～2025年度）

「建設業の環境自主行動計画」：日建連および会員企業の環境課題解決の取組み指針として位置付け

① 施工段階におけるCO2の排出抑制

・CO2排出量を2030～2040年度のできるだけ早い段階で、2013年度比40％削減を目指す

・電気、水素等の革新的建設機械の開発、普及促進が不可欠

・現場における再生可能エネルギーの導入、普及

② 設計段階における運用時CO2の排出抑制

・ＺＥＢの普及促進

・会員企業の省CO2建物の設計技術の向上

・発注者との主体間連携活動の推進

脱炭素社会への取組み

（2021年４月16日グリーン社会WG（第3回）ヒアリング 日建連資料より） 97



２．土木分野における具体的取組み事例
(1)低炭素型（環境負荷低減型）コンクリートの活用

① 環境配慮型コンクリート「CO2-SUICOM®（シーオーツースイコム）」（鹿島建設㈱）

② カーボンリサイクルコンクリート｢T-eConcrete®/Carbon-Recycle｣ （大成建設㈱）

（2021年４月16日グリーン社会WG（第3回）ヒアリング 日建連資料より）

4.
〇日建連における「脱炭素化」の取り組みについて
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２．土木分野における具体的取組み事例
(1)低炭素型（環境負荷低減型）コンクリートの活用

④ 低炭素型BBFA高強度コンクリート （㈱安藤ハザマ）③低炭素型のコンクリート「クリーンクリート」 （㈱大林組）

⑤ 丸太打設液状化対策＆カーボンストック(LP-LiC)工法 （飛島建設㈱）

（2021年４月16日グリーン社会WG（第3回）ヒアリング 日建連資料より）

4.
〇日建連における「脱炭素化」の取り組みについて
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①プレキャストの活用状況

出典：国土交通省 第１０回コンクリート生産性向上検討協議会（2020.2.9）資料より

２．土木分野における具体的取組み事例
(2)プレキャスト化の推進

コストがネックとなり大型になるほど活用率は大幅に低い

② プレキャスト活用に向けた評価方法（活用効果）

現

プレキャスト活用に向けてVFMの概念の導入検討

③プレキャスト工法と現場打ちにおけるCO2排出量（ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄの例）

現場打ちに対してCO2排出量は７％削減

資材製造でのCO2発生量が
多く、全体の85%〜88%を
占めており、プレキャスト
によるスリム化が現場打ち
に比べてCO2 低減効果が大
きい。

【出典：稲冨芳寿・吉武 勇・杉本 健・前田志保・三浦房紀 「プレキャストコンクリートを用いた
マイクロパイル工法のCO２排出量」 土木学会論文集Ｇ Vol.65 №2,87-96（2009.4）より抜粋】

現場打ち

プレキャスト

現場打ち プレキャスト

（2021年４月16日グリーン社会WG（第3回）ヒアリング 日建連資料より）

4.
〇日建連における「脱炭素化」の取り組みについて
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生コンの出荷～
打設完了まで

・製造/納入の管理
・打込みの管理
・品質管理と検査
・施工結果の報告

品質の向上と、
現場における
作業時間の減少

生コン情報
電子化の取組み

２．土木分野における具体的取組み事例
(3)ICT活用による作業効率の向上

従 来

電子化

単位
（hr）

【成果一例：工場と現場での作業に要する時間の比較】

打設現場の作業時間は最大２０％程度短縮される。

（2021年４月16日グリーン社会WG（第3回）ヒアリング 日建連資料より）

4.
〇日建連における「脱炭素化」の取り組みについて
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３．推進のための課題

(1)取組の評価方法の確立

・建設分野で品質と長期耐久性の確保、更に安定した調達が行える

状況であるかが重要

・国を中心に、基準の整備、CO2削減効果の客観的・定量的把握が

可能な指標、装置開発などの環境整備を進めていただきたい

・業界としても研究開発、体制確保を図りたい

(2)技術開発への支援

・PRISMのような国による支援体制を充実願いたい

（2021年４月16日グリーン社会WG（第3回）ヒアリング 日建連資料より）

4.
〇日建連における「脱炭素化」の取り組みについて
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巻末参考資料

①「円滑な施工の確保に関する調査」
実施時期：2020年11月（2019年度も同様の調査を実施）
対象企業：日建連 公共積算委員会構成会社40社
対象工事：2019年10月1日から2020年9月末までに「竣工」あるいは「施工期間中」の3億円以上の土木工事
有効回答：
国（道路・河川） 279件、国（港湾・空港） 177件、高速道路会社 210件、機構・事業団 170件、
地方自治体（都道府県、政令指定市） 411件、計 1,247件
※資料中の集計結果は設問ごとに未回答現場を除くため、標本数に変動がある。

②「遠隔臨場に関するアンケート調査」
実施時期：2020年11月
対象企業：日建連 公共工事委員会、公共契約委員会、公共積算委員会、インフラ再生委員会 67社
対象工事：国土交通省発注の遠隔臨場の試行工事対象現場 36現場
有効回答：30件

③「土木技術者の年齢構成実態調査」
実施時期：2020年9月～10月（2012年度は19社、2017年度は43社を対象に同様の調査を実施）
調査対象：日建連 公共工事委員会構成会社44社
有効回答：43社

2020年度アンケート調査概要

（5月14日 印刷） 103
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